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午前９時００分開議

○議長（秦 伊知郎君） ただいまの出席議員は１４人です。地方自治法第１１３条の規定による

定足数に達しておりますので、本日の会議を開きます。

⋞ ⋞

日程第１ 会議録署名議員の指名

○議長（秦 伊知郎君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。

会議録署名議員は、会議規則第１２５条の規定により、次の２人を指名します。

１１番、井田章雄君、１２番、亀尾共三君。

⋞ ⋞

日程第２ 議事日程の宣告
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○議長（秦 伊知郎君） 日程第２、議事日程の宣告を行います。

本日の議事日程は、お手元に配付の日程表のとおりであります。

⋞ ⋞

日程第３ 町政に対する一般質問

○議長（秦 伊知郎君） 日程第３、前日に引き続き町政に対する一般質問を行います。

順序は通告の順とし、順次質問を許します。

初めに、３番、米澤睦雄君の質問を許します。

３番、米澤睦雄君。

○議員（３番 米澤 睦雄君） おはようございます。３番、米澤でございます。私は、期日前投

票の投票所の会見地区への設置についてと、農政の今後の展望、この農政につきましては、非常

に幅が広いということで中山間地の田に限定した質問をさせて、この２点について質問をさせて

いただきます。

まず、第１点目の、期日前投票所の会見地区への設置についてでございます。期日前投票所の

会見地区への設置については、会見地区の住民から強い要望があり、以前より何度も質問があり

ました。私も、昨年の１２月議会で同様の質問をしたところであります。選挙管理委員会は、合

併当初には投票の正確性及び距離の中立性、昨年の１２月議会においては、会見地区での期日前

投票所の確保の困難性、これは秩序維持、閉鎖環境でございます。それから、投票管理者、立会

人、事務従事者の確保の苦慮、投票用紙や投票箱の管理に大変な神経を使うなどの理由によりま

して、現在の１カ所で正確な投票管理をしていきたいという回答でございました。しかしながら、

会見地区の住民は、会見地区への期日前投票所の設置を熱望しております。

そこでお伺いいたします。合併時、一番の問題でありました紙ベースによる選挙人名簿の照合

方法から、現在はコンピューターシステムによるオンライン確認が可能となりまして、一番の問

題でありました二重投票のおそれはなくなりました。残る問題は、期日前投票所の確保の困難性、

投票管理者、立会人、事務従事者の確保の苦慮、投票箱、投票用紙の管理などでございます。し

かしながら、高齢化が進み、会見地区の住民にとって期日前投票所が法勝寺地区にあるのか天萬

地区にあるのか、利便性を考えると大きな問題でございます。会見地区の住民は、合併して不便

になったとはっきりと言っております。また、会見地区に期日前投票所が開設されましたら、こ

れは会見地区の住民はもちろんでございますけれども、西伯地区の一部の集落の住民にとっても

通勤の帰りに投票ができる、そういう大変便利になります。期日前投票所をふやしたから投票率

が上がるとは考えにくく、効果も薄いということではございますが、西伯地区、会見地区の２カ

－３－



所に期日前投票所があり、どちらに行ってもよいというほうが住民にとっては大変便利でござい

ます。問題はいかに住民が投票しやすい環境づくりをするかでございます。

以上、期日前投票所の会見地区への設置について再度、選挙管理委員会のお考えをお尋ねいた

します。

２番目の中山間地の、これは田に限定しますけれども、農政の今後の展望についてということ

で質問いたします。今、産業構造の変化、農業者の高齢化、後継者の不足等により、農地の維持

が大変困難な時代となっています。特に中山間地は一層厳しい状況となっております。農地はい

うまでもなく、私たち住民にとって食料の生産、住環境の維持、保水機能など、生活する上で重

要な役割を担っています。また、食料の生産について見れば、今、日本の農産物の自給率は大幅

に低下し、大きな問題となっています。農産物を外国に頼るということは、世界的な農産物の不

作の事態となったとき、また農産物の輸入相手国との関係が悪化したときはどうするんでしょう

か。住環境、保水機能の維持にとっても、これが失われれば農地は荒れ、災害も大きくなるなど、

特に山間部の集落にとっては集落の存続の危機となるのではないでしょうか。

今、政府は農業分野への企業の参入、経営規模の拡大を柱とする農業改革に着手し、また４年

後には生産調整の廃止の方向を打ち出しました。これは明らかに、私が考えるところでは、ＴＰ

Ｐ交渉において農産物の重要５品目、これの関税を将来的には撤廃する、それの伏線ではないか

と私は考えております。まさに小規模農家の見切りであります。

一方、農地の保全につきましては、農地⋞水保全管理支払交付金事業、中山間地の中山間地域

等直接支払い推進事業を発展させるというもんでしょうか、日本型直接支払制度、これが創設さ

れることとのことでございます。米価の急激な下落による農業者の生産意欲は低下し、白紙委任

制度による農地の面的集積など行政努力にもかかわらず、農地の維持は先が見えない状況となっ

てきました。このままでは遠からず、特に中山間部においては、さらに耕作放棄地が増加すると

思われます。今こそ行政は国⋞県からの補助金頼みではなくて、単町費ででも、単町のお金を使

ってでも、美しい環境を保持するためにも耕作放棄地をふやさない施策を構築する時期に来てい

るのではないでしょうか。

そこでお伺いいたします。農業委員会が農地パトロールを実施されておりますけれども、中山

間地におけます耕作放棄地の面積、中山間地全体に占める割合をお尋ねいたします。町では、白

紙委任制度により農地の面的集積を促進されておりますけれども、現在の状況について伺います。

また、白紙委任制度の中山間地での実績をお尋ねいたします。

人⋞農地プランの進捗状況について伺います。特に、中山間地での進捗状況について伺います。
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中山間地では、中山間地域等直接支払い推進事業により農地の保全が図られているところでござ

いますが、平成２７年度以降、たしかこの中山間地域の協定でございますが、平成２６年度で切

れると思いますけれども、平成２７年度以降、協定を結ばない地域、また現在、協定を結んでい

ない地域もあると思います。そうした地域の農地の保全について、今後どのような施策を考えて

いらっしゃるのかお伺いいたします。

現在、南部町には２つの農事組合法人がございます。農事組合法人に補助金なり委託料を出し

てでも担い手のない中山間農地の農地保全に努力される考えはないかお伺いいたします。今、国

においては地方創生への取り組みがなされようとしております。現在、南部町においても、人口

増対策など活性化に向けた取り組みを実施しておられますが、南部町の活性化にはやはり美しい

里山の保持が欠かせません。美しい里山でこそ人は集まります。山林の整備はもちろんですが、

美しい田畑は再活の町南部町には欠かせないと考えますが、町長の見解をお尋ねいたします。

以上、答弁よろしくお願いいたします。

○議長（秦 伊知郎君） 選挙管理委員会委員長職務代理、板竹利君。

○選挙管理委員会委員長職務代理（板 竹利君） おはようございます。米澤議員の質問にお答

えいたす前に一言お断りさせていただきます。本来でございますと、丸山選挙管理委員長が直接

ここで挨拶し、お答えするのが本意でございますが、体調を崩しておりますので、きょうは私、

職務代理者の板竹利が答弁させていただきます。よろしくお願いいたします。

米澤議員より期日前投票所の新設について御質問をいただきましたのでお答えいたします。期

日前投票所の会見地区への新設については、これまでも何度も議会で御質問をいただき、昨年１

２月にも米澤議員からの御質問に回答させていただいたところでございます。

まず、鳥取県内の期日前投票所の設置状況について申し上げますと、１３市町村が１カ所の設

置としております。中には合併どきは複数設置していたものの、近年では１カ所へと変更された

町もあると聞いております。本町においては、期日前投票所の数は合併どきに１カ所と決定し、

以来１０年間多くの選挙を行ってきましたが、投票結果、投票率に悪い影響を及ぼすほどのこと

はなく、順調に利用していただいているところでございます。利用者もふえつつあるものと分析

しており、大多数の町民の方に御理解をいただいているものと考えています。議員の言われます

とおり、西伯地区、会見地区の２カ所に期日前投票所があり、どちらに行ってもよいというほう

が利便であるということからすれば、そうではあるとは思いますが、期日前投票所の投票率を見

ますと、制度ができた当初は１０％程度だったものが、全国的にも年々ふえ続け、昨年の夏の参

議院選挙では過去最高の投票者数となりました。しかしながら、最終投票率は過去３番目の低さ
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で、南部町でも参議院として過去最低の投票率になっています。すなわち、過去最高の期日前投

票者数が最終投票率を上げることに結びついていないという残念な結果となっています。こうし

たことから、期日前投票所を２カ所にして便利を図ったとしても、全体の投票率の向上につなが

るかどうかはいささか疑問が残るところでございます。

また、経費の問題、場所の問題、人員の問題、安全の問題などの困難があることをこれまでも

申してきましたが、この中に大きな問題としては場所の問題があると思います。秩序が保持でき

ること、物理的に閉鎖できることなどの条件を満たす公の建物は天萬庁舎しか見当たらず、しか

もエレベーターを利用した２階、または３階の会議室を利用するしかないと考えます。しかしな

がら、県知事選挙、参議院選挙のように、１６日間もの長期間にわたり期日前投票所として占用、

確保となりますと、行政事務及び公民館活動などに多大な影響を与えるものと推察されます。ま

た、前日は投票所の準備後に建物の閉鎖をしていますが、これへの支障も生ずるものと考えると

ころでございます。期日前投票所を天萬庁舎へ設置すると仮定した場合、当日の第７投票区の投

票所を変えるということになりますが、バリアフリーなどの観点から天萬庁舎近くの農業者トレ

ーニングセンターが候補に挙がると思います。しかしながら、当日、投票に来られる方の中には

高齢者の方ももちろんおられますので、トレーニングセンターの場合、急な坂を登って施設に入

らないといけなくなり、投票所を変えることにより、かえって第７投票区の皆様に御不便をおか

けするのではないかと考えるところでございます。

次に、人員の問題についてでございます。期日前投票所におきましては、投票管理者と職務代

理者、投票立会人が２人以上、そして、事務従事者が必要となってきます。投票管理者は現在、

選挙管理委員会の委員が順番で当たっておりますし、職務代理者におきましては職員の室長以上

の職で割り当ててございます。期日前投票所が２カ所になりますと同じ体制が２倍以上となりま

す。選挙はミスがあってはなりませんので適正な出向ができるよう体制をとってきているところ

でございますが、このような体制を２カ所設置することは現在の人員においては難しいと考えま

す。また、投票立会人につきましても、毎日、最低４人が必要となってきますので、人員の確保

が大変困難となってくると考えられます。このようなことから、現在の１カ所での取り扱いとさ

せていただくこととしているところでございます。

また、投票については公職選挙法第４４条第１項において、選挙人は選挙の当日、みずから投

票所に行き、投票しなければならないと規定されているとおり、町内９カ所に設置しております

投票所で投票日当日に投票することが原則でありまして、期日前投票は当日都合の悪い方に投票

機会を確保するための制度であることを御理解いただきたいと思います。当日の投票所は町民の
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皆様の比較的な身近な施設に設けており、期日前投票のように宣誓書の記載も必要がなく、より

簡単に投票ができますので、当日の投票も多く利用していただけたらと思いますし、そのため、

明るい選挙推進協議会と連携して、少しでも投票に出かけていただけるよう啓発に力を入れてま

いりますので、現状で御理解をいただきますようお願い申し上げます。

以上、答弁といたします。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 米澤議員の御質問にお答えをしてまいります。農政の今後の展望につい

て、６点にわたって御質問いただきました。まず最初に、農業委員会が農地パトロールを実施さ

れていますが、中山間地における耕作放棄地の面積、中山間地全体に占める割合についての御質

問でございます。

現在、南部町では１８．５４ヘクタールの耕作放棄地があり、これは南部町農地８６３ヘクタ

ールの２．１％に当たります。この中で中山間地域の耕作放棄地は１２．２７ヘクタールであり、

中山間地域農地５０２ヘクタールのうち２．４％を占めております。

次に、白紙委任についての進捗状況及び中山間地域での実績についてであります。南部町では

平成２２年度より町が農地集積円滑化団体となり、農地の出し手から白紙委任を受け、耕作者と

の仲介を行う事業を実施しています。実際に白紙委任を受けた案件は、平成２４年度から始まっ

ており、現在、町全体で９人の方から２８筆、５．２ヘクタール、うち中山間では６人の方から

７筆、１．２ヘクタールの白紙委任があり、それぞれ受け手農家への貸し付けが行われています。

次に、人⋞農地プランの策定状況についてです。現在、平野部の集積の進んだ区域を中心とし

た町全体の概要版のプランを策定しています。集落単位でのプランづくりに当たっては、今後話

し合いを推進すべく、集落代表者への説明会を１２月に実施する予定です。その後、集落に持ち

帰って検討をしていただくとともに、要望をいただいた集落につきましては、説明会の実施、話

し合いへの参加を行っていきます。

次に、中山間地域の協定を結ばない農地の保全にどのような施策を考えているかということで

ございます。日本型直接支払制度は、農業の多面的機能の維持、発揮のための地域活動や営農活

動に支援するため、平成２６年度から国の予算措置がなされ、２７年からは法制化され、より制

度としての安定化が図られるものであります。この中には農地⋞水保全管理支払い制度から移行

した多面的機能支払いや中山間地域等直接支払い制度が含まれており、これらの制度については、

これまでどおり実施していただくことができます。現在、中山間地域直接支払いにつきましては、

３９協定が実施しています。対象農地があって、現在、未実施の集落が９集落ありますが、これ
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らについては対象地域内にまとまった農地が少なく実施困難なもの、集落戸数が少なく実施体制

が組めない、集落での話し合いがまとまらず実施できないなどの事情があります。これらの集落

につきましては、例えば面積要件のない多面的機能支払いの活用、あるいは、既に協定を締結し

ている近隣の集落との連携の推進など加入拡大を図っていきたいと考えています。また、現在、

実施している集落につきましても、２７年度以降も継続して実施していただくとともに、多面的

機能支払いもあわせて実施していただくよう推進してまいりたいと考えています。

次に、農事組合法人への補助により中山間地の農地保全に努力したらどうかということでござ

います。現在、南部町内にある農業生産法人につきましては、もともと集落の農地を担う組織と

して地域の中心的な農業者が主体となって設立をされたもの、あるいは基盤となる集落を中心と

した地域で集約化し、収益性を向上させた経営を目指し設立されたものです。そのため、それぞ

れの法人の意向にもよりますが、それぞれの法人にあっては、その営農基盤や規模拡大を目指す

地域あり、法人の設立目的や組織体制、引き受け能力を考えれば、たとえ補助金を出しても中山

間地域の農地維持を担うことは困難だと考えます。中山間地域の農地の維持につきましては、農

地自体の耕作や維持管理のみならず、ため池や水路、農道、周辺林地などの維持管理も含めて保

全していく必要があります。これらの施設の維持管理は古くから集落等関係者の協働によって行

われてきたものであり、一部の担い手だけに任せてしまえるものではありません。そのため、集

落の農地、施設の維持管理に当たっては集落を単位とし、話し合いにより地域農業の実態や課題

の把握、解決の方向性を考えていく必要があります。それには集落営農の立ち上げ、機械作業の

共同化、中心となる担い手育成などが考えられます。これら話し合いの推進に当たっては、町で

は人⋞農地プランづくりの支援などを今後より積極的に進めていきたいと考えますが、集落の人

口減少、高齢化により、集落だけでは解決が困難になってきている状況を考えれば、近隣の集落

間や水系単位での複数集落による連携した取り組みへの支援も考えていく必要があります。また、

耕作意欲はあるものの作業実施が困難な方につきましては、町の農村振興公社による作業受委託

を活用することを御検討いただきたいと思います。

次に、里山保全についてでございます。地域にとって農地と、そこで営まれる農業の存在は、

そこで生活する人の収入源としての役割のみならず、農地やその周辺環境の維持管理の役割を担

ってきました。そのため、農地や周辺施設の維持には古くから集落の農家の大半が共同でかかわ

っており、その中で地域のコミュニティーが育まれ、地域の伝統が継承されてきました。このこ

とから、地域に根差した形で農地、農業を守り、周囲の里山も含めて維持していくことは魅力あ

る地域づくりという点から非常に大切な課題と思います。単純に収益性の向上だけを目指せば、
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一部の大規模農業者への農地集約を進めていくことになり、コスト削減効果などから食える農業

も可能となってきます。そのような攻めの農業経営を行える農家を育成することは、南部町農業

全体の継続、発展を図っていく上で欠かせません。しかし、地域の実情を顧みることなく、一部

の担い手にのみ農地の集約化が行われれば、多くの人たちを農地、農業から切り離す懸念を含ん

でいます。このことによる地域内の就業の場や、コミュニティーの喪失はもとより、共同⋞共生

という集落の機能を低下させることになり、結果的には魅力ある地域の姿を失わせ、人口流出の

加速につながってくるという影になる部分も発生してきます。したがって、里山地域を守ってい

くには集落の農家だけでなく、非農家や地域外、都市住民の参画など多くの人が多様な形でかか

わっていく仕組みづくりが必要だと思います。そのためにも、地域の農地、農業のあり方につい

て、単に農地の担い手や出し手が誰なのかということではなく、地域の将来像やその実現を図る

具体的な取り組み、住民参加のあり方などについて集落全体でしっかり話し合っていただきたい

と考えています。

例えば、里山や竹林を整備し、まき材や竹材の活用を進め、その中で都市部のまきストーブ愛

好家などを呼び込み、交流を進めることでコミュニティーの活性化と新たな収益源を確保するこ

とも考えられます。また、農村景観を生かしたグリーンツーリズム、地域の農林産物を生かした

食、農の体験や生産者などの交流等、農地、里山の生産力や多面的機能を生かした新たな価値の

創造を行っていく必要があります。都市住民の参画、ノウハウの活用を促進し、さらなる交流を

進めるとともに、農林業や地方での生活に興味を持つ人たちにその姿を発信することで、移住、

定住者を呼び込むことも考えられます。このように地域住民の生活を守り、活性化を図る上で、

我が町の里山環境、農地はぜひとも守り、育て、後世につないでいかなければならないものと考

えているところでございます。

以上でございます。

○議長（秦 伊知郎君） ３番、米澤睦雄君。

○議員（３番 米澤 睦雄君） そうしますと、期日前投票所の関係から再質問をさせていただき

ます。先ほど選挙管理委員会の副委員長さんですか、回答をいただきましたけれども、前回の回

答よりも詳細になっておりますけれども、基本的には全く同じ回答であったというふうに考えれ

ますが、会見地区への期日前投票所の開設につきましては、以前から私以外の議員さんからも何

度か質問がございました。それだけ会見地区の住民の皆さんの要望があるわけでございます。高

齢化が進展する中で非常に年寄りがたくさんふえてきたという中で、会見地区の住民の皆さんに

とってやはり期日前投票所が会見地区にあることは、大変助かることなんですよ。これは決して
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法に背くようなことでもございませんし、やはり行政としては要望に沿うような努力をしていた

だくことが非常に私は大切じゃないかと思うんです。そこでお尋ねいたしますけれども、先ほど

来、設置できない理由、場所の確保の困難性、投票管理者、それから立会人、事務従事者の確保

の苦慮、それから投票箱、投票用紙の管理等、選挙管理委員会でこの問題については何回そうい

うことを話し合いをされたのか、この結論に至った詳細を再度伺いたいと思いますので、よろし

くお願いいたします。

○議長（秦 伊知郎君） 選挙管理委員会事務局長、加藤晃君。

○選挙管理委員会事務局長（加藤 晃君） 選挙管理委員会事務局長の加藤です。委員会のほうで

幾度したかということでございますが、一般質問をいただきまして、昨年１２月に一般質問を一

回いただいております。そのときもお話ししまして今回、一般質問いただきましてから話し合い

をしております。これは選管の定時登録のときに話をさせていただいておりますので、その一回

ということになります。

○議長（秦 伊知郎君） ３番、米澤睦雄君。

○議員（３番 米澤 睦雄君） 先ほどの回答で、例えば場所の確保の困難性ということがありま

して、選挙管理委員会の中では天萬庁舎の２階、３階、それからトレーニングセンターですか、

そういうことをどうも話し合いをされたようですけれども、いわゆる第７投票所ですか、ここは

１階のバリアフリーですか、そういう町民が憩える場所を使っておられるんですけれども、例え

ば、確かにバリアフリーにはなっておりますけれども、ここに戸、戸といいますか、そういう場

所の機密性を保持するような形でのものを、戸を閉めるとかそういうものが設置できないかとい

うようなこと、これは、例えば行政当局、選挙管理委員会からいわゆる財政のほうにそういう話

をされたのかということと、もう一つ、この投票管理者、それから立会人、事務従事者の確保の

苦慮ということでございますが、これも私は努力でできると思うんですよ。それから、投票箱、

投票用紙の管理は確かに、その期日前投票が終わったその日にそれを本庁舎に持って帰らんとい

けんと思うので、大変それはなかなかえらいとは思うんですけど、これもしようと思えばできる

ことなんですよね。やはりその会見地区の住民の、それから一部、西伯地域でも通勤の帰りに天

萬でしたほうが便利な方もいらっしゃいます。そういう面からでも、やはり住民のそういう行政

に対する要望というのは、やはり、どういいますか、その要望に応えるべく努力をするというこ

とが私は非常に大切だと思うんですけども、その辺が私はまだ納得はいかないということがござ

いますので、そのことについては再度お話をしていただきたいと思います。

○議長（秦 伊知郎君） 選挙管理委員会事務局長、加藤晃君。
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○選挙管理委員会事務局長（加藤 晃君） 選挙管理委員会事務局長でございます。先ほど、今の

天萬庁舎１階のロビーのところに戸ができないかっていうお話でございましたが、ここは以前は

戸がありました、改修前ですね。公民館として改修する前は戸があったわけでございますが、皆

様に憩いのしやすいようにということであそこをロビーに確保したものですから、今、戸を全部

取り払っております。なかなかそこに戸を設置するということは、これは難しいことであろうと。

今は戸がないつくりにもう変えておりますので、そこに戸を新たにつけるということは非常に難

しいであろうと思っております。

それから、確かに行政の努力でできることであるということを言われまして、人的な配置、あ

るいは、今言ってましたように経費的なものとかですね、場所の関係、それから投票箱、あるい

は投票紙の管理という面では、努力でと言われればそうかもしれませんけども、やはり以前、や

はりこの厳密に今、期日前投票所を運営していくということを考えますと、全国的にもいろいろ

な投票、選挙のたびごとにいろんなこともありますし、やはり選管としてはきちんとした形でや

っていきたい。その責任を果たすために確実な場所で確実なことをやっていきたいというのが第

一にありますので、そこは御理解いただきたいと思います。確かに便利ということを考えれば、

西伯のほうでも境のほうの地区とかあれば当然そっちのほうが近いわけでございますから、便利

ってことは聞いております。委員さんの中にも、委員さんの意見では、確かに便利になるってい

うことは近い、委員さんも境の人おられますから、私らも近いほうがそりゃもう便利は便利だけ

ども、いわゆるそれだけでは期日前投票所の施設の増設ということにならんだろうと、やはり全

体的なことを考えて、いわゆるその人的な問題、あるいは場所のこと、そういうものを考えた中

で、これは現在の１カ所でやむを得ないということをいただいております。これに対しての委員

会のほうでの反対意見というのは出ておりません。

それから、あとは、以上ですかね。よろしくお願いします。

○議長（秦 伊知郎君） ３番、米澤睦雄君。

○議員（３番 米澤 睦雄君） 今、事務局長のほうから御答弁いただいたんですけども、やはり

私は納得できないと。議員の立場からすれば、やはり住民の要望というのはきちんと言っていか

なければなりませんし、私自身としても、場所の問題は先ほどおっしゃいましたけれども、選挙

管理委員会のほうから天萬庁舎の２階、３階という話もございました。天萬庁舎にはエレベータ

ーもございます。いわゆるそうした面からでも、やはり私はぜひつくっていただきたいというこ

とがございます、場所の問題。それから、投票管理者等のそういう要員の確保の苦慮というのも

ございますけれども、これも私はできると思うんですよ。そういう面からでもやはり私はやって
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いただきたいと。それから、これは例えばの話なんですけど、先ほど国政選挙が非常に告示から

投票日までの期間が長いということでございましたけれども、これ例えば、これについては投票

管理者とか立会人、事務従事者の確保の苦慮があると思うんですけども、この問題についても、

例えば会見地区の期日前投票所は、例えば最後の５日間に限って限定してでも開設する方法とい

うのもあると思うんですよ。これちょっと事務局長にお伺いいたしますが、プラザ西伯に１カ所

きちんとした期日前投票所があって、会見地区には例えば５日間期日前投票所を置くというのは、

これは公選法上可能でしょうか。

○議長（秦 伊知郎君） 選挙管理委員会事務局長、加藤晃君。

○選挙管理委員会事務局長（加藤 晃君） 選挙管理委員会事務局長です。それは可能でございま

す。

○議長（秦 伊知郎君） ３番、米澤睦雄君。

○議員（３番 米澤 睦雄君） これが可能であるならば、例えば国政選挙で非常に長い期間の期

日前投票ではなくて、会見地区の投票所には例えば、町長、町議なんかは５日間なんですけども、

５日間に限定してでもやっぱり投票所を開設して、やはり住民の皆さんに便利にそういう期日前

投票をしていただくという形をとっていくのが私は非常に大切なことだと思うんですよ。それで、

先ほど来、期日前投票は結局、当日投票に行かれない人がすると、それは確かにそうなんですけ

ども、実態は今そうではないと私は思うんですよ。結構その日に投票に行かれる方でも期日前投

票をしておられる方はたくさんいらっしゃると思うんですよ。そういう面からでもやはり天萬地

区に、会見地区に期日前投票をやっぱりしていただきたいというふうに考えますけれども、再度

事務局長の見解をお尋ねいたします。

○議長（秦 伊知郎君） 選挙管理委員会事務局長、加藤晃君。

○選挙管理委員会事務局長（加藤 晃君） 選挙管理委員会事務局長でございます。実態として当

日行ける人でも行ってるという話がありましたが、これについては確認のしようが私はありませ

ん。当日、宣誓書を書いてもらうわけです。それは当日行けないということで宣誓書を書いてい

ただいてますので、あくまでそれは当日都合が悪い方であるという解釈をしております。ですか

ら、その投票機会をそういう格好で投票機会をふやすという意味では期日前投票はないと思って

おります。以前、期日前投票は昔は不在者投票というのがあったわけでございますが、これは投

票日までに、例えば亡くなった場合ですとね、その当日の７時までに亡くなった場合にはこれは

選挙が後から、当日入れられませんので投票になりません。ところが、期日前は投票した時点で

もう投票と認められますので、やっぱりそれは選挙と同じ、当日の選挙日と同じ扱いをとってい
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るということでございますから、この中でより、当然、立会人も置き、投票管理者も置き、そう

いう場所をきちんと設けてやるというのが期日前投票の趣旨でございますので、そういう関係か

ら今まで１カ所とさせていただいて、そういう体制の確保とかそういうことが十分にできるとい

うことを考えているわけでございます。人員の確保については、いかなる工夫でもできるという

ことを言われますが、やはり現実にこれだけの、今の、例えば５日間であっても、非常にこの期

間については人員的には苦労しております。特に管理者、それから職務代理のあたりは、職務代

理は町職員の管理職を充ててるわけでございますが、やはりこれはその責任的なものもございま

すので、そういう職を充ててるわけでございまして、なかなか日常業務の中で朝８時半から夜８

時までということを確保せないけませんので、言いわけになるかもしれませんが、そこは御理解

をいただきたいと考えてるところでございます。５日間という話、例えば最後の５日間、長い場

合には５日間とかという話もありますが、これは選挙に限って変えるということはちょっとばら

ばらすると非常にまた不都合ございますので、いかなる選挙でもそういう格好で設ける格好にな

ると思います。ですから、極端なことを言えば、町長、町議の場合は４日間ですか、期日前期間

になりますけども、そういう形でした場合には、その短期間ではありますが、やはり二重にその

人員も要るわけでございますので、そこについては、過去ほかの短い選挙のときでもやはり１カ

所でということを言っておりますので、御理解いただきたいと思います。

以上です。

○議長（秦 伊知郎君） ３番、米澤睦雄君。

○議員（３番 米澤 睦雄君） いろいろ御答弁いただいたんですけれども、私といたしましては

やはり会見地区の、それから西伯地区の一部集落になるかと思いますけれども、住民の利便性を

考えたら、やはりぜひとも置いていただきたいと思います。これについては、私また恐らくしつ

こく質問すると思いますのでよろしくお願いいたします。

次に、中山間地の田に限定いたしますけれども、農政の今後の展望についてでございます。先

ほど丁寧な回答がございました。ありがとうございます。私がこの質問をした理由でございます

けれども、よく町長もわかっていらっしゃると思いますけども、近ごろ非常に中山間地域におい

て耕作放棄地がたくさん目立つようになってまいりました。言うまでもなく耕作放棄地がふえる

ということは地域の住環境、保水機能の悪化につながりまして、特に山間部の集落にとっては存

続の危機につながってくるんじゃないかというふうに考えております。また、自給率の関係でい

いましても、世界的な農産物の不作の事態、それから輸入の相手国との例えば関係が悪化したと

きにどうするんだと、農地がなくなってたらどうするんだということもございます。さらには、
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耕作放棄地が目立つような地域では、例えば秋には黄金色の稲が実りますけれども、その黄金色

の稲にかわってセイタカアワダチソウの花が満開するようなところでは、やはり人は入ってこな

い。

行政のほうにおきましては、中山間地域等の直接支払い推進事業など耕作放棄地の発生を最小

限に食いとめようと努力されているところは、私もそれは認めたいと思いますが、ただ、本年の

米価の下落、それから米の直接支払い交付金の半額というふうに非常に農家の減収が大幅である

と。認定農業者や集落営農には、どうも何ですか、収入減少影響緩和対策、いわゆる、ならし対

策があるようですけれども、ただそうはいっても、皆さん全てが減収につながっているというこ

とがございます。来年以降は今、円安が進んでおりますけども、さらに円安による、いわゆる、

どういいますか、資材費が高騰していくんじゃないかということはまた生産費がふえていくとい

うこともございますし、それから、こういうことを言っちゃいいかどうかわかりませんけども、

選挙次第によってはＴＰＰ交渉もちょっとやばいなというような感じがございます。平野部にお

きましては、農地の集積とか集約化は進んでいくとは思うんですよ、確かに。ただ、中山間地は、

先ほども町長がおっしゃいましたように、非常にそれも困難な部分が多いということがございま

す。果たして１０年、２０年後には、いわゆる中山間地域の農地は消えてしまうんじゃないかと、

そういう危険性もある。ということは、それは山間部の集落の消滅にもつながっていく。きのう

の質問の中で限界集落の話ございましたけれども、本当に集落もなくなってしまうんじゃないか

と、そういう危険性があります。今、これ以上の耕作放棄地というのは出せないと。この美しい

南部町を守っていくため、子供や孫に残していくためにも今何とかしなければならないというふ

うに私は思うんですよ。今、町行政に求められてるのは、確かに国の施策に従ってやるのもそれ

も一つの方法でございますし、その国の施策を利用しながらでも、さらに単町費を使ってでも何

とか何らかの方策を講じていかなければ、この中山間地域の農地は守っていかれないと、そうい

う思いから今回の質問をさせていただいたところなんです。

そこでお伺いしますが、農業委員会の農地パトロールによりますと、耕作放棄地、中山間地の

面積が１２．２７ヘクタール、中山間地全体に占める割合２．４％、これは例えば、これは恐ら

く最新の情報だとは思うんですけども、例えばこれ昨年、一昨年に比べてこの耕作放棄地が、面

積、それから割合がふえてるのかどうか、それについてちょっとお尋ねいたします。

○議長（秦 伊知郎君） 産業課長、頼田泰史君。

○産業課長（頼田 泰史君） 産業課長でございます。耕作放棄地の実態ですけども、全体の資料

しかございませんので失礼します。２０年度からちょっと調査はしておりますけども、一旦、２
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３年、４年あたりで少し減った格好になっておりますけども、２５年度にかけては少しずつふえ

ておるという状態でございます。数字的にいいますと、２３年度が全体で１２．２ヘクタール、

２４年度は１２．５ヘクタールになって、２５年度では１５ヘクタールになったというような状

況でございます。

以上でございます。

○議長（秦 伊知郎君） ３番、米澤睦雄君。

○議員（３番 米澤 睦雄君） やはり耕作放棄地はふえつつあるということがはっきりしており

ます。それで、先ほどの質問の中で、中山間地域の協定を結んでいない地域の今後の施策という

ことで話をしたときに回答をいただいたんですけども、その中でやはり協定を結んでいない地域

の今後の施策ということで集落内での話し合いということでございました。確かに集落内での話

し合いは非常に大切だと思いますが、ただ、例えば私の地区もそうなんですけど、集落内で話し

合いをしてもなかなか結論が出ないと。例えば、集落内でそういう頑張ってやっていただく方が

いないということもございますし、じゃあ、隣の部落に一緒にやろうやということを言っても、

仮に隣の部落にもいないということになれば非常に大きな問題になってくる。そうした場合には、

結局は他地区、いわゆる私の地区からいいますと、下のほうにおりた地区に話を持っていかなけ

ればならないということで、非常に困難さがあるということがございますが、とはいっても、や

はりやっていかなければ耕作放棄地はふえていくということでございます。そういう場合に、ど

ういいますか、町のほうでその辺はきちんとリーダーシップをとっていただいて、例えば私の地

区、隣の地区でそういう担い手がないという場合には、そういう相談を持ちかけたときにはやは

り町のほうがリーダーシップをとって、じゃあ、ここの地区が例えば担い手がいるから、その地

区にちょっと相談してみようやいうやな形でやっていただかなければ私はならないと思うんです

けど、その辺については町としてはやっていただけるかどうか、ちょっとお考えをお尋ねいたし

ます。

○議長（秦 伊知郎君） 産業課長、頼田泰史君。

○産業課長（頼田 泰史君） 産業課長でございます。なかなか具体的なところは悩ましいところ

があるんですけども、大きく言いますと、最終的にはもう振興協議会単位ぐらいまで広げてとい

うような話になるかもしれないなというふうに。議員御出身の賀野で考えますと、それぞれ３つ

の谷があるんですけども、極端に言ったらその谷ごとで考えて営農を考えていかないといけない

ようなことになるのかなという気もしておりますけども、もちろんそういうときの話し合いの中

には産業課のほうも入らせていただいて、いろんなアイデアも出したいなというふうに思ってお
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りますけども、やはりベースとなりますのは、まず地元のほうで、地域のほうで考えていただい

て、本当に自分とこの集落の農地保全とかそういうものをどうしていこうかというところをまず

ベースとして考えていただいて、言われるようにまず、なかなか俺が頑張ってやるわという人は

なかなかいらっしゃらないかもしれないんですけども、そこら辺は連絡網としてはこちらのほう

を活用していただければ十分使っていただけるんじゃないかなと思っております。もちろん話し

合いの中にも入っていかなきゃなというふうに思っておりますので、よろしくお願いします。

○議長（秦 伊知郎君） ３番、米澤睦雄君。

○議員（３番 米澤 睦雄君） 先ほど人⋞農地プランの関係で、１２月に皆さんを集めてお話を

するということでございましたが、恐らくそれには中山間地域の方も集落も恐らく呼ばれると思

うんですけども、その後ですね、今言った問題はその後のことなんですけども、やはりしっかり

と町のほうにリーダーシップをとっていただいて、とにかく、これは理想になるかもしれません

けども、とにかくもうこれ以上の耕作放棄地はふやさないんだということをしっかりと行政、そ

れから住民、全ての皆さんでそのことを再確認して、やはり変な言い方しちゃあれですけども、

一大運動にしてでも、やはり南部町内のそういう農地は保全していかなければ、先ほど来申しま

したように、人口増対策もやっておられますけれども、さっきも言ったようにセイタカアワダチ

ソウが田んぼに生えてるようなところじゃなかなか人も入ってこない。いわゆる農地の保全は農

地だけに限らない。やはり人口増対策、そういう面からも非常に大切なことでございますので、

ぜひともきちんとその辺のことは行政が中心になってやっていただきたいと思います。

残りが５分になりましたので、最後の質問ちょっとさせていただきたいんですが、これは町長

にちょっと強烈なことをお願いするんですけども、町としての決意ということで、これから耕作

放棄地を出さない、そのためにはどうしたらいいかということで先ほど来話がありましたけれど

も、先ほど来の町長の話の中での耕作放棄地の発生を最小限とどめていくのか、それとも、例え

ば今、米の生産が過剰だということでございまして、米価も下落いたしましたけれども、例えば

米のかわりに個人農家に大豆、小麦、そういう他の穀物ですね、これを町がいわゆる反当たりの

補助金を上積みして出してでも、そういう大豆、それから小麦なんかの他の穀物をつくるような、

奨励するような施策を展開してでも個人農家を守る、そういう形も私はとれると思うんですよ。

国策だけじゃなしとですね、町単独ででもやれば個人農家はちょっと元気が出てくるんじゃない

かというふうにも考えますし、それから、今、国がやっておりますけども農地の集積、それから

集約化、これはどうしても引き受け手のないところはあると思うんですよ。集落の中で話し合い

をしてまとまらず、また近隣の集落とも話し合いをして、それでもまとまらない。先ほど課長が
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おっしゃいましたように、例えば地域振興協議会単位でやっても、それでもなおまだ余るという

ところは、やはりどうしたらいいのかということはやはり考えていかなければならないというこ

とで、町全体で耕作放棄地をふやさない、南部町の環境保全のためにはとにかく町民一体となっ

た、そういう何か運動の構築が必要だと思うんです。例えば、そうはいっても農業の従事者が不

足しているよということであれば、例えば町民全体の中に農業お助け隊とか、そういう募集のか

け方もあると思うんですよ。結構興味を持っておられる方いらっしゃると思うんで、町民が一丸

となって、やはり私は耕作放棄地の防止に努めていかなければならないというふうに考えます。

最後に、町長に決意表明、耕作放棄地をふやさない決意表明をしていただきたいと思います。

よろしくお願いします。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 町長でございます。決意表明をせえということでございますが、私もそ

の中山間地というか山間地に住んでおりまして、今の米澤議員の御質問の言わんとするところは

非常によくわかりますし、まさに我が集落のことでもあるわけであります。

明治の初めごろにイザベラ⋞バードという女流探検家が我が国へ訪れまして、非常にこの隅々

まで行き届いた農地の管理状況を見てすばらしいということを残しておられます。これだけ世界

各地行って手入れの行き届いた地域はないということで、そういうことからいって今の現状は非

常に憂えるべく現状であります。国力の低下といいましょうか、そういう国の農業が国のもとの

基本になるならば、非常に情けない状況だとそのように認識をいたしております。

そこで、耕作放棄地をどのように減らしていくのかということであります。解消していくのか

ということであります。米澤議員は中山間地のことを主に言われましたけれども、現在はこの国

費をかけて圃場整備をした平場でも耕作放棄地がたくさんありまして、そういうことで代表され

るように、農業というものが非常に衰退をしてきてる、農業を産業として見たときに、非常にこ

の所得の上がらない衰退したものになっているわけであります。これを何とかせんといけんとい

うのが基本的にあろうと思いますが、いずれにいたしましても大変ゆゆしい問題だと思っており

ます。現在、国のほうでは大きなこの農政改革ということが今年度から取り組まれて、これは時

間を追って最終的には大きな改革につながっていくわけなんですけれども、そういう状況にござ

います。

そこで、国が言っておりますのはお米、主食用米を毎年１％ずつ、８００万トンのうちの１％

ずつ高齢化などによって消費が減少してくるということを見込んでいるわけです。何もせんでも

消費が減少してくる。それを価格保障で支えていくことの限界というものを言っております。し
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たがって、来年の７月、６月ごろの在庫が２２０万トンとか２４０万トンとかいうような見込み

が立っておりまして、米はもうとにかく過剰生産でだぶづいておると、こういう状況の中で価格

保障を続けていけば財政負担がもう限りなく発生してくるということであります。そういう現状

の中で飼料用米に切りかえていけと、こういうことを言っております。飼料用米に切りかえてい

きますと、いわゆるその国産のいろいろ牛肉だとか豚肉だとか乳製品、いろいろ消費いたしまし

ても、その餌となるものが輸入してある場合には国産の消費ということにならないルールになっ

ておるそうであります。自給率に影響しないと。結局、飼料を外国から入れている場合には、い

かに国産の鶏を食べようが、乳製品を食べようが、全てこれは自給率には関係しない、そういう

ことにカウントしないルールになっておるようでありまして、やっぱりその餌というものをどの

ように確保していくのか、餌を確保すれば必ず自給率は上がると、こういう仕組みになっている

ということであります。国では、飼料用米をとにかくつくれということです。飼料用米をつくっ

ていただければ、アメリカだとか南米のほうから輸入している代金をその飼料用米の補助金に充

てればいいわけですから、特別な財政負担が要るわけではないわけであります。そういうことで

進めております。

私もいろいろ理屈を聞いてみまして、やっぱりそのほうがいいだろうというように思っている

わけです。というのは、中山間地に住んでいて農地の保全で一番困るのは雑草です。雑草との闘

い、草との闘いなんですよね。ですから、田んぼに水を張って、そして水系を管理しながら飼料

用米をつくればこの雑草は生えない、それから農地の維持管理ができるというようなことで、そ

してまた自給率の向上にもつながるということで、二拍子も三拍子も理屈の通った施策だという

ように私は思っているわけです。ですから、中山間地の耕作放棄地を出さないためには、できる

だけ水張り水田にして雑草、草を抑えて飼料用米をつくっていただくということを推奨していけ

ばいろんなことが解消していくように思うわけです。そういう基本的な考え方を申し上げておき

たいというように思います。

それともう一点は、町の施策でどうのこうのおっしゃいましたけれども、町の施策もいいわけ

ですけれども、国がいろんな施策を打ち出しておりまして、従来は中山間地の直接支払いは傾斜

度のきつい奥地のほうで事業を進めてください、平地のほうは農地⋞水でやってくださいという

ことですみ分けして大体進めていました。しかし、ことしから一緒にやっていただくと、それで、

いいですよということに切りかえております。例えば、我が部落では、集落では、一緒にやると

いうことでやっておりまして、例えばその保全管理の関係ですね、農地の維持支払いというよう

なこういう事業で農道整備などをやって、結局やってしまえば今度は中山間の直接支払いのお金
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が余ります、従来それでやっていたわけですから余る、これは農家ごとに分けてもいいと、こう

いう方針が政府のほうから出ておりまして、ですから、セットでやって、一方を使ってその農地

の保全だとか農道の補修などを進めていただいて、一方で農家の頑張り賃として分配するという

ようなことも可能だということでありまして、非常に使い便利がよくなったなと思っております。

そういうその国が打ち出している施策というものにしっかり乗って、それで自分の住んでいる中

山間地域の農地をどのようにしたらいいのかというようなことを、少なくとも一人でどんなに考

えていっても難しいので、集落でやっぱり話し合っていただかんといけんということです。話し

合っていただいて、ああ、そういうことかという気づきもあると思いますから、そういうことで

仲間をふやして、まず集落からやっぱり守っていこうやという気持ちになっていただかんといけ

んのではないかと思います。町のほうはそういう面ではしっかり支援をしたいと考えております

ので、よろしくお願いを申し上げます。

○議長（秦 伊知郎君） ３番、米澤睦雄君。

○議員（３番 米澤 睦雄君） ありがとうございました。ここでまとめたいと思いますけれども、

期日前投票所については、私は納得しておりません、はっきり言って。やはり会見地区、この期

日前投票所の設置については私は必要だと思っておりますので、何回も、これからもまた質問す

るかもしれませんけども、努力する方向で私は要望に応えていただきたいと思います。

それから、農地の問題につきましては、先ほど最後に町長がおっしゃいました集落の話し合い

が最も大切なんだよ、本当にそうだと思います。町のほうはしっかりとリーダーシップをとって

いただいて、各集落の土地の、農地の保有者、その方に理解を得られるような形で運動を展開し

ていただくことをお願いいたしまして、私の質問を終わります。どうもありがとうございました。

○議長（秦 伊知郎君） 以上で、３番、米澤睦雄君の質問を終わります。

○議長（秦 伊知郎君） ここで休憩をとりたいと思います。再開は１０時３０分からにします。

午前１０時１１分休憩

午前１０時３０分再開

○議長（秦 伊知郎君） 再開いたします。

続いて、６番、景山浩君の質問を許します。

６番、景山浩君。

○議員（６番 景山 浩君） ６番、景山でございます。議長のお許しをいただきましたので、
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生活困窮者自立支援法についての一般質問を行わせていただきます。

昨年１２月、生活保護法の改正とあわせ、生活困窮者自立支援法という新たな法律が成立し、

来年４月の施行に向け、福祉事務所を設けている当南部町でも準備が進められております。これ

は、従来からある生活困窮者に対する生活保護法によるセーフティーネット機能が、製造業を中

心とした生産現場の海外移転や不況による職場の減少に伴う失業や高齢世帯の増加、ニートやひ

きこもり者の増加等々の社会経済の構造的変化によって引き起こされた受給者の急増で、その存

続が危ぶまれるような状況に陥ったために、保護対象となる以前の段階で支援する制度を創設し

ようというもので、福祉事務所を設置している我が南部町もこの法によるサービスの提供者とな

ります。また、以前この議会でも生活困窮状態に陥った方へのワンストップサービスの必要性を

質問いたしましたが、この法律ではその方向性も示されているようでもあります。いまだ施行さ

れていない法律制度であり、検討中の事項もあるかとは思いますが、その制度概要と当町におけ

る運営体制整備の計画や状況、従来からある生活保護制度や求職者支援制度等との関連について

伺います。

１番、生活困窮者自立支援法と、それによって実施される施策とはどのようなものでしょうか。

２番、南部町における運用体制はどのように計画されているのでしょうか。３番、運営自治体に

よって必須事業のほかに任意事業とされているものもありますが、当町ではどのような取り扱い

を予定されているのでしょうか。

以上、壇上からの質問といたします。御答弁よろしくお願いいたします。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 景山議員の御質問にお答えをしてまいります。生活困窮者自立支援法の

制度概要と当町による運営体制等についてでございます。

初めに、生活困窮者自立支援法と、それによって実施される施策とはどのようなものかについ

てですが、生活困窮者自立支援法の制度の概要は、生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化

を図るため、生活困窮者に対し自立相談支援事業の実施、住宅確保給付金の支給、その他の支援

を行うための所要の処置を講ずることにより、生活困窮者の自立の促進を図ることを目的とした

ものです。本制度の背景として、全国的な生活保護受給者の増加があります。生活が困窮してい

る者に対しての支援制度としましては、セーフティーネットである社会保障制度や労働保険制度、

そして生活保護制度がありますが、増大する生活困窮者に対し、生活保護受給に至る前の段階か

ら早期に支援する、いわゆる第２のセーフティーネットの充実⋞強化を図り、さらに、生活困窮

者の生活を重層的に支えることが必要とされてきました。法案は平成２５年１２月に成立し、法
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施行は平成２７年４月１日であり、全国全ての自治体が事業を実施することになります。事業の

内容は、必須事業として自立相談支援事業と、住居確保給付金の支給があります。自立相談支援

事業は、生活困窮者からの相談を受け、抱えている課題を評価⋞分析し、ニーズの把握に努め、

そのニーズに応じた支援が計画的かつ継続的に行われるよう自立支援計画を作成し、必要なサー

ビス提供につなげていきます。体制的には、相談業務全般をマネジメントする主任相談支援員、

生活困窮者へ相談支援を行う相談支援員、ハローワークなどと連携し就職支援を行う就労支援員

の、３職種の人員を配置することになっています。

もう一つの必須事業である住居確保給付金の支給につきましては、離職により住宅を失った、

またはそのおそれが高い生活困窮者であって、所得などが一定水準以下の者に対して期間を定め

て給付金を支給することで就職活動を支援します。任意事業としては、就労に必要な訓練を日常

生活自立、社会生活自立段階から期間を定めて実施する就労準備支援事業、住居のない生活困窮

者に対して一定期間宿泊場所や衣食の提供等を行う一時生活支援事業、家計に関する相談、家計

管理に関する指導、貸し付けのあっせんなどを行う家計相談支援事業、生活困窮家庭の子供への

学習支援事業、その他、自立の促進を図るための事業の５事業がございます。

次に、南部町における運用体制はどのように計画されているのかということでございますけれ

ども、現時点での考えとしましては、平成２７年度は福祉事務所が中心となり、必須事業の自立

相談支援事業及び住居確保給付金の支給を実施する方向でありますが、必須事業のうち相談支援

につきましては、福祉の専門性を有している相談員の配置が必要でありますので、社会福祉協議

会への委託も含め検討しているところであります。また、就労支援員につきましては、南部町で

は生活困窮者の支援体制の構築に向けて平成２５年４月から２年間職員をハローワークに派遣し、

就労相談での連携や充実に取り組んでいるところですので御安心いただきたいと思います。

最後に、任意事業についての計画はということですが、国の補助基準額がまだ示されていませ

んので、実施につきましては現時点では未定ですが、家計相談支援事業の実施を検討しておりま

す。生活困窮者の家計には相談者が抱えるさまざまな課題が経済的な問題となってあらわれます。

そのため、まず家計の視点から相談支援を実施することにより、背景にある根源的な課題を相談

者とともに理解し、相談者自身が家計を管理しようという意欲を高める効果が期待されます。再

び生活困窮状態になることを防ぐ観点からも、みずから家計管理ができるようになることを支援

する家計相談支援事業の必要性は大きいと考えております。制度導入後の基本的な体制は、自立

相談支援事業の相談窓口が包括的な相談を受け付け、支援をしていくことになりますが、生活困

窮者を含む相談につきましては、現在も役場の関係課や地域包括支援センター、社会福祉協議会、
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民生委員など関係機関で連携して対応しておりますので、今後も同様に連携して生活困窮者の把

握や支援を行っていくことになります。社会福祉協議会及び県や西部の関係町村と協議、準備を

行い、４月からの円滑な制度運営をスタートさせたいと考えておりますので、よろしくお願いし

ます。

以上です。

○議長（秦 伊知郎君） ６番、景山浩君。

○議員（６番 景山 浩君） 御答弁ありがとうございました。実際にまだ施行になって運用も

されていないということですので、どうやっていこうという方針、予定、計画、そういったもの

を御答弁いただくことになろうかとは思います。この生活困窮者自立支援法が成立をして、その

条文と、それとこの厚生労働省社会⋞援護局から首長さん宛てに出てるこういうお願いの資料、

これだけしか私も適当なものがなかったので、この中から気がついたことを質問させていただき

たいと思います。

最初に、こういった従来から社会福祉協議会とか、もちろん福祉事務所でも相談事業とかを行

っておられたわけなんですけれども、確かにこの生活困窮者自立支援法がうたっているようなこ

とが必要な社会状況になってきてるなというふうに改めて思わされました。どういうことかとい

いますと、私の周りにもといいますか、町内にも、例えば職場がなくなったりですとか、病気や

けがで離職を余儀なくされたりして、昔ですと、おじいさんもお父さんもお母さんも若い人も一

家の中でみんな稼ぎ手であったという家庭というのは結構多かったんですが、今は年金受給者の

お年寄り、そしてお父さんとお母さんが働いておられますが、以前のような手厚い雇用の体制で

はない、割と不安定化したような条件で、なおかつ団塊の世代の皆さんと比べて給与水準も低い

ようなそういった状況で家計を維持しておられる、そういったところで離職によって収入ががく

んと落ちてしまうと、本当にいつ誰がこの生活困窮者になっても、どの家庭が生活困窮家庭にな

ってもおかしくないなといったような、そういう世の中がだんだん進んできてるというふうに私

自身も実感をしてます。これは、よそだけではなくて私自身にも言えることです。そういった状

況でこの法律ができて、従来は自助といいますか、自分の生活は自分で守るんだというのがもち

ろん第一の条件だったはずなんですけれども、それが少々危うくなったというところで、共助で

はなくってもう公助をそのままやっていこうという、そういった社会的な要請が出てきていると

いう。個別の質問に入ります前に、そういった変化があって、役場としての出番が求められてい

ることに関して、町長としてどういうふうにお感じになっているのかということを伺ってみたい

というふうに思います。
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○議長（秦 伊知郎君） 福祉事務所長、頼田光正君。

○福祉事務所長（頼田 光正君） 福祉事務所長でございます。今の社会情勢の中で役場としてど

のようなことが必要になっているかということを考えてるかということでございますけれども、

役場は一応法律に基づいた公助というものの中で住民の皆様が安心して生活できる支援をしてい

くということを目指しているわけですけども、やはり公助をやる上でも、公助も必要ですけども、

やはり住民の皆様と一緒にともに支援、支えながらやっていくっていうまちづくりっていうのを

つくっていかないと、公助だけではなかなか難しいというのが私としての思いであります。そう

した中で公助をどうしていくかということですけども、やはり国としましても今、景山議員さん

が言われましたように第１のセーフティーネットであります社会保障、それから雇用保険がある

わけですけども、最後のセーフティーネットとしまして生活保護制度というのがあります。その

間をやっぱり埋めていかないと住民の皆さんの安心というのが成り立たないという思いがあって、

今の生活困窮者自立支援法ができたというふうに思っております。第２のセーフティーネットと

しましては、今の求職者支援制度といいまして、雇用保険がない会社に勤めておられる方が離職

されたような場合は、雇用保険に準ずるような制度として就労支援とか、必要に応じて給付金を

支給して次の仕事につないでいくような制度ができておりますし、住宅がないと、南部町の場合

はほとんどないと思いますけども、都会の場合は社宅に住んでおられて、会社が倒産したという

ような場合は住むところがなくなるというような課題がありますので、そういう方に対しては一

定期間住宅を、家賃を助成して、その間に新しい会社に勤めていただく、就職していただくとい

うような制度で第２のセーフティーネットというふうな部分ができております。それをより厚く

するというところでありますので、南部町としましても、その制度を十二分に生かして、そうし

た中で相談をしっかり受けて制度につないでいくというような支援をしていけたらなというふう

に思っております。

以上です。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 課長のほうは個別具体にいろいろ申し上げましたけれども、総括的にと

いうことだったので私のほうからもちょっと話ししておきたいと思います。

終戦から戦後、非常に経済発展を遂げて、世界第２の経済大国というようなすばらしい豊かさ

と繁栄を手に入れたわけですけれども、その影にあって、必ず光と影の部分があるというぐあい

に思うわけですけれども、バブルが発生し、その後失われた２０年と言われておりますけれども、

デフレ経済の中で。結局、その繁栄の影の部分というのがぐっと表に出てきたというように思う
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わけです。随分、気がついてみればその格差が激しい社会になったというようなこともあります。

国土政策が本当によかったのかどうなのかというような問題もございます。今、地方創生が言わ

れておりますけれども、結局そういう光の部分もあったけれども影の部分が今急速に表面に出て

きて、そういう問題もきちんと対応しなければ国としての一つの経綸はうまくいかないというこ

とだろうというように思っております。

そういうことばかりでなくて、もう一つは先般、生活保護世帯が史上最高の世帯数になったと

いうことですから、歯どめをかけるどころか、むしろそういう影の部分が進んでおるというぐあ

いに思っております。そういう状況であって、国としてもそういうことに鑑みてこのような法制

定を通じて、セーフティーネットを厚くしていこうということだろうというように思いますが、

いずれにしても、住民生活に直結する市町村の役割というのは今まで以上にまた大切な役割があ

る、課せられるだろうと、このように思っております。

結局、国や県は住民からは随分遠い存在でありまして、住民に身近な市町村が住民の皆さん方

の暮らし向きに絶えず関心を持って、政策のぶれといいましょうか、そういう部分についても対

応していかざるを得んと、こういうことだろうというように思っております。

しっかりやりたいと思っておりますので、また何かと御協力、御指導よろしくお願いしたいと

思います。

○議長（秦 伊知郎君） ６番、景山浩君。

○議員（６番 景山 浩君） それでは、１番、２番、３番、前後するかもしれませんけれども、

個別のことについて、本当に純粋にこれは私がどうするんだろうなと思ってることを伺わしてい

ただきたいと思います。

まず、この法が施行された後、南部町でどの程度この制度の利用者といいますか、利用規模と

いいますか、そういうものが発生をするというふうにお考え、予測になってるのか、生活保護を

実際に発生をしてるその量と合わせてでも、大体これくらいかなということをお教えいただけれ

ばなというふうに思いますが。

○議長（秦 伊知郎君） 福祉事務所長、頼田光正君。

○福祉事務所長（頼田 光正君） 福祉事務所長でございます。制度が発足して相談窓口を設置し

た場合、どれぐらい相談があるかという、想定しているかということでございますけども、なる

べく、本当はないほうがいいですけども、相談をしたい方があれば、なるべくたくさんの方に利

用していただきたいというふうに思っております。

生活保護の相談件数をちょっと御紹介させていただきますと、今年度は１１月末現在で１４件、
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延べ１９件、１４人で延べ１９件の相談を受けております。大体平成２５年、２３から２５年度、

３年間につきましても、大体３０件弱で延べ４０件前後の御相談を受けておりますので、それ以

上の相談があるんじゃないかなというふうには思っております。

国といたしましても、制度自体では生活困窮に陥るおそれのある方を対象にということを言っ

ておりますけども、なるべく幅広に相談を受けていろんな機関につなげるというような、相談に

乗ったりつなげたりしてもらえたらということを言っておりますので、なるべく多くの方に相談

に来ていただけたらなというふうに思っております。

○議長（秦 伊知郎君） ６番、景山浩君。

○議員（６番 景山 浩君） なるべく多くの方に相談に来ていただけたらということですと、

この事業に対してはその、このラインからの方を支援対象としますよといったような基準的なも

のはないということでしょうか。

○議長（秦 伊知郎君） 福祉事務所長、頼田光正君。

○福祉事務所長（頼田 光正君） 福祉事務所長でございます。相談支援につきましては、特に対

象につきましては先ほど言いましたように生活困窮のおそれがある方ということになっておりま

すけども、特に所得制限とかいろんなものがあるというわけではございません、制限としては。

ただ、それに対してつないでいくような事業とか制度が、どちらかというと所得制限とか、いろ

いろなものがある制度が多いですので、それにのっかっていけるかどうかというのはまた次の段

階という格好になると思います。

○議長（秦 伊知郎君） ６番、景山浩君。

○議員（６番 景山 浩君） 最初の御答弁にもありましたけれども、そうしますと相談事業と

いうことは従来から福祉事務所でも行っておられたでしょうし、社会福祉協議会、そのほかいろ

んなところで行ってきておられます。社会福祉協議会のほうのお世話もいただきたいといったよ

うな御答弁もあったわけですけども、その支援員とか、そういうもの以外に具体的に従来の相談

業務とどこが違うっていうところがありましたら教えていただきたいです。

○議長（秦 伊知郎君） 福祉事務所長、頼田光正君。

○福祉事務所長（頼田 光正君） 福祉事務所長でございます。従来の相談も、相談を受けて、何

といいますか、受けた場合、必要に応じて関係するところに相談をしたり、情報を提供したりさ

せていただくような格好をとっておりますけども、今回の法律に基づく自立相談支援事業に基づ

いた相談になりますと、その方が相談を受けたら、どっちかいうと関係の方を呼んでその中で必

要な本人様含めてどうしたいかというような相談を受けて、それに向かって支援をしていくとい
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うような、どっちかいうと本人の主体性を重んじながら支援をしていく、生活再建とか、目標を

持った自立に向けた支援をしていくというような格好になりますんで、寄り添い型の支援ていい

ますか、そういうのが全面に出てくるような支援になるというふうに思っております。

○議長（秦 伊知郎君） ６番、景山浩君。

○議員（６番 景山 浩君） 寄り添い型の支援、何か具体的にちょっと。済みません。もう一

遍、今までの相談との違いというのは、大きな違いはないということでしょうかね。

○議長（秦 伊知郎君） 福祉事務所長、頼田光正君。

○福祉事務所長（頼田 光正君） 福祉事務所長でございます。ちょっと説明が不足して申しわけ

ありません。どちらか、今までは、どちらかいうと原則は紹介をしてそこにつなぐというのが多

かったと思います。全てがそうじゃなくて、付き添い等もする場合もありますけども、原則はそ

ういう格好だと思いますけども、この新しい制度は一緒に、本人がなかなか一人じゃよう行かな

いというような場合とかも含めて、一緒についていって手続等の支援も一緒にするとかですね。

そういう格好での支援をやっていくということで、より何ていうか厚い支援をしていけるように

なるというふうに思っております。

○議長（秦 伊知郎君） ６番、景山浩君。

○議員（６番 景山 浩君） 何となく理解できました。多分、以前も質問させていただきまし

た、たしか以前この場で質問したときには、滋賀県の野洲市で行われてる何とか市民支援、生活

支援課だったでしょうか。名称を忘れましたが、そこのワンストップサービスで、例えば給食費

だとか住民税だとか保険料だとか、そういういろんなものに問題が広く波及をしているところを、

１カ所でその問題解決の相談に乗っていきましょうということをやっていただけないものかとい

ったようなところで、今回のこの自立支援法のガイドといいますか、施行に向けてという資料の

中でもその事例が出てるんですけれども、その私が質問したときから野洲市のほうは、多分これ

中に例も出てますけれども、皆さんが寄ってたかってこの支援をするんじゃなくって、窓口の方

がそういう税の関係だとか年金の関係だとか、給食費だ、いろんな問題の総合的な知識を身につ

けて、それを相談者の方の状況を把握、勘案した上で適切なアドバイスをしていきましょうとい

ったように、どうも進化をしておられるような例が書いてありましたが、結局そういったことな

んでしょうかね。所長。

○議長（秦 伊知郎君） 福祉事務所長、頼田光正君。

○福祉事務所長（頼田 光正君） 福祉事務所長でございます。今の野洲市のワンストップサービ

スの御紹介がありましたけども、できるだけそういう格好での体制づくりをしていくという格好
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になるというふうに思っております。

ただ、野洲市の場合は、人口規模が南部町より大きい市でございますので、体制的に南部町で

野洲市と同じくらいの規模の体制はできないというふうに思っておりますので、そこら辺は連携

をより密にするという格好でのその職員の意識の共有化とか、そういうことで支援レベルを高め

ていくというような格好になるというふうに考えております。

○議長（秦 伊知郎君） ６番、景山浩君。

○議員（６番 景山 浩君） この法律の中で出てきますのが、生活に困ってるその失業だとか、

そういうことだけではなくって、ニートだとかひきこもり、そういう社会から孤立した状態で生

活困窮に陥った方といったような、そういう方もどうも想定をされているようです。そういう助

けてほしいということを窓口まで来て意思表示をされる場合ですと、まだ手の差し伸べようもあ

るんですが、そうでない場合、じっとこうこもってしまっておられて、にっちもさっちもいかな

くなってしまわれる危険性が非常に高いといったような方には、どんどんそういった方を探しに

行って、そして声をかけて、手を差し伸べることも必要だという非常に難しい、なおかつ自立を

支える自覚を持っていただくといったような従来の行政の法に基づいた政策を施行していくとい

うことからすると、かなり高度なものが求められている内容だなというふうには思うんですけど

も、その情報の収集ですとか、探しに出かける、アウトリーチをするといったようなことは、今

のところではどういうふうにしてそれをやっていこうというふうにお考えでしょうか。

○議長（秦 伊知郎君） 福祉事務所長、頼田光正君。

○福祉事務所長（頼田 光正君） 福祉事務所長でございます。アウトリーチの件につきましては、

今までも町長答弁でありましたように、民生児童委員さんとか、書いておりませんけど、社協の

関係の地域福祉員さんとか、包括支援センター、それから、伯耆の国とかでケアプランを作成、

ケアマネジャーさんとか、そういう、あとは地域の方とかの情報とか相談とかによりまして、そ

ういう支援が必要な方については情報をいただきながら、必要な支援を提供できるような格好を

とらせていただいているところでございますけども、今後も形としましては、今のそういう地域

の資源とかの中でやっていくような形になるというふうに思っておりますので、制度の趣旨を説

明させていただいて、より地域に関心を持っていただいて、情報提供及び支援のお手伝いもあわ

せてしていただけたらなというふうに思っております。

○議長（秦 伊知郎君） ６番、景山浩君。

○議員（６番 景山 浩君） 資料の中に北陸といいますか、東北ですね、東北のほうの３，６

００人ほどの人口で、ニート、ひきこもり、調査をしてみたら１１３人という町の例が実際出て
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ます。私たちの町でそういった調査、実際はされてるのかされてないのか、多分されてないのか

なという感じはするんですけれども、そういう把握も多分今後はしていく必要が出てくると思う

んですけども、そこら辺のことはいかがでしょうか。

○議長（秦 伊知郎君） 福祉事務所長、頼田光正君。

○福祉事務所長（頼田 光正君） 福祉事務所長でございます。やはり個別の調査っていうのも必

要になる場合もあると思いますけども、今のところ地域の、これは本当に地域づくりのほうにも

安心⋞安全、見守りとかの、そういうまちづくりのほうの視点からも必要な部分だと思いますけ

ども、やっぱりそういう計画を立てていく中で、ひきこもりの方とか、そういう方があるなって

いう情報は地域の方が一番よく御存じだというふうに思っておりますので、できましたら、そう

いう情報をできたら御家族の方の御了解をいただいて、つないでいただくというような格好での

対応をしていただけたらなというふうに思っておりまして、一応、どれぐらいの人数がおられる

かというのは、実際把握しておりませんので、何とも言えませんけども、当面はそういう格好で

いかせていただけたらなというふうに思っております。

○議長（秦 伊知郎君） ６番、景山浩君。

○議員（６番 景山 浩君） さすがにこの例で出されてるような、働ける世代の中の９％ぐら

い、１０％に近いような方が、調べてみたらひきこもりだったというところまでは、さすがに南

部町はいかないとは思いますが、それでも、しっかり調べてみたらかなりの数がおられたといっ

たようなことも予想されます。現状をしっかり把握をするという面からも、何がしかのその調査、

把握行動というものがお願いをしたいなというふうに思います。

それと、今の相談支援事業というものだけに絞って質問させていただきました。この相談支援

事業と、あと住宅の確保の給付金というこの２つの必須事業、当面はやっていきたいという御答

弁でございましたのであれなんですけれども、任意事業となっている４つの事業がたしかありま

す。職業訓練ですとか、住居や衣食の提供、それと相談事業をさらに進めたような家計相談の支

援、そして子供たちへの学習支援事業というものも、それぞれ、なるほどな、こういうことがあ

れば本当に困っておられる方にとっては非常に助かるよなと思われるような事業でございますの

で、当面の必須事業を軌道に乗せた後には、ぜひこの任意事業についても、単独の町でやれるの

かどうなのかちょっと、わからないといいますか、少し荷が重いかなと思われるところもありま

すが、ぜひ取り組んでいただきたいというふうに思います。

済みません。突然、教育長に飛ぶんですけれども、この任意事業の中で、生活困窮家庭の子供

たちに対するその年齢が低い時点での教育支援というのは、かけたコストに対して非常に効果が

－２８－



高いというふうにも言われておりますが、こういうものが現在でもそれに趣旨は同じようにした

ものは、取り組んでいらっしゃるかもしれないんですけれども、この法律が求めている、本当に

生活が困窮になるまでのところの予防の支援としての学習支援という面について、じゃあ担って

くださいねって言われたときにはどういうふうにお考えになるのか、どういうふうに実施をした

いなっていうふうに思われるのか、よろしくお願いします。

○議長（秦 伊知郎君） 教育長、突然の指名ですけど、答弁をよろしくお願いします。

教育長、永江多輝夫君。

○教育長（永江多輝夫君） 教育長でございます。この法律といいましょうか、十分にまだ勉強し

てないところもありまして、ピントのずれたようなことを申し上げるかもしれません。２点お話

をしたいと思っております。

１点は、実はこれ事務局でも少し先日から話をしてるところなんでございますけども、要保護、

準要保護家庭という制度を運用いたしております。現実にこれまで運用してまいりました形態っ

ていうのは、教育委員会にかけるわけでございますけれども、やはり公平でないといけんていう

ことをまず大事にいたしまして、比較的数値を厳密に精査しながら認定を行ってきたという経過

がございます。しかしながら、ぎりぎりのところの方も実際はおられるわけでありまして、非常

に心配だなというようなところがかいま見える事例もなくはありませんでした。

そういうあたりのところをどのようにカバーをしていくのかというのは、一つ今の議員さんの

御質問を聞きながら、改めて教育委員会としての課題でもあるなというぐあいに思っております。

一度また教育委員会のほうでもお話をしながら、委員さんの御意見も頂戴してまいりたいと思っ

ております。

もう一点、お話しできるかなと思いましたのは、学習をどう保障をしていくのかっていうとこ

ろだろうというぐあいに思っております。経済的にしんどい御家庭の子供さんが必ずしも学力が

低いということでもないだろうというぐあいには思っておりますけれども、そういう手当てを必

要とする場合も多分あるだろうなと、これも推測ができるわけであります。そういうときに、現

場のほうには単町費で学習支援教員ていうのを実は配置をしていただいております。少し学力の

心配な子供さん、あるいは、特別な配慮を要するような子供さんをしっかりとサポートしていく

という仕組みをつくり上げておりますけども、この取り組みの延長線上で夏休み等活用しながら

一定の手当て、応援をさせていただくというようなことは現在の仕組みの中で少し枠を広げてい

けば可能なのかな、そんなことを思いながら議員さんの御質問を聞かせていただいておりました。

以上です。
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○議長（秦 伊知郎君） ６番、景山浩君。

○議員（６番 景山 浩君） 突然の御指名で申しわけありませんでしたが、お答えをいただき

ましてありがとうございました。

ボランティアによるその学力支援活動、いったら勉強教えてあげるようなそういったことが１

つの例として出されてもおります。それがうちの町にぴったりフィットするのかどうなのかとい

うことは、いろんな観点から考えないといけないことではありますが、今、突然教育長にちょっ

と御意見を伺いましたように、この生活困窮者自立支援法のお願いの中にも出ておりますが、非

常にこの従来、福祉といいますと、その福祉担当セクションが担って、その中で割と完結をさせ

るようなことが多かったわけですけども、だんだん近年、福祉といえども例えば教育委員会であ

ったり、先ほど町長の御答弁にもありました、生活保護世帯がどんどん史上最多を更新し続けて

るわけなんですけれども、ただその中でも、その他の世帯といわれる障がいをお持ちだとか、高

齢者だとか、傷病の方、それと離婚された母子家庭の方、それ以外の普通に働けば働くことがで

きるという家庭、その他の家庭というのは、最近の雇用の需給関係の変化でぐっと減ってきてる

ということもあります。ですので、雇用関係が従来と同じようであれば、もっと上乗せしてふえ

ていたということもありまして、産業活力、産業活動が活発であるか活発でないかによってもこ

の福祉っていうのは、当然ですけれども大きく左右されてくるということから見ると、産業政策、

きのうもきょうも出ておりましたが、例えばまきをつくることを１つの産業として興して仕事に

していくといったようなとか、農作業だとか、いろんなことが地元では考えられると思うんです

が、そういう際限のない全町的な体制というものは当然、福祉セクションが中心にはなるんでし

ょうけれども、その周りが全ての全町的な有機的な組織体制というものが必要ですし、さらには

ほかの、町だけではないほかの機関とか民間とか、そういうものもネットワーク化をしていくと

いったようなことが非常に重要になってくるんだろうなというふうに感じております。

まだこれからスタートする制度ですので、非常に答えにくいところをお答えいただいたのでは

なかったかなというふうに思いますが、先ほど言いました全社的といいますか、全町的なその組

織体制の整備、そして、さらには地域づくりという観点からもそういう生活困窮者を出さない、

もし出てもまた自立に戻っていけるといったような、そういう地域づくりも含めて首長さんの強

力なリーダーシップをお願いしますといったようなことが、このお願いの資料にも書かれており

ます。最後に町長の御感想をいただいて、私の質問を終わらせていただきたいと思いますが、よ

ろしくお願いをします。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。
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○町長（坂本 昭文君） 町長でございます。今の最後におっしゃいましたけれども、地域づくり

も含めてということなんですけれども、私もまさにそのように思っております。

結局、地方創生というようないろいろな言葉でフレーズで語られておりますけれども、随分と

その地方が衰退してきて、国家、国そのものもなかなか見通せないような状況の中で、改めて地

方の持つさまざまな資源だとか、魅力だとか、そういうことに改めて光を当てて、地方創生とい

うフレーズで新しい分野を切り開いていこうとなさっているわけですけれども、国もそういう方

向なんですけれども、一方で、そこに参加をしていく人がなかなかこの同じスタートラインに立

てない、経済的にもなかなか自立もできないというようなことがあれば同じスタートラインに立

てないというわけですから、こういう仕組みも必要ではないかと、このように思っております。

私から言わせますと、こういう改めて法律をつくらなくても、我が町では既に、さっきもおっし

ゃったようにどこが違うのかということおっしゃいましたけども、大体いろんな仕組みが機能し

ていて、ネットは張られておるというように思っております。その上に重層的に張るということ

ですから、結構なことだとは思いますけれども、改めてこういうことを言わなくても、暮らしの

ネットは張ってあるとこのように思っておりますし、それから、全町的にいうことをおっしゃい

ましたけれども、全町的にそういう体制はあると思います。暮らしのそのほころびだとか、行き

詰まりだとかいうようなことは、基本的には滞納がというような形にあらわれる。利用料が払え

ないとか、そういう形になってあらわれるわけでありまして、それから学校の子供たちの様子が

おかしいとか、そういう具体的な姿になってあらわれるわけでして、そこにやっぱりきちんと目

を観察の目を持っていて、早目からその情報をキャッチするというようなことは、既にやってい

るわけです。税務課のほうからの連絡だとか、いろいろ対応しておりまして、南部町においては

そういう新たな制度が今までの制度を補完するという位置づけで拒否はしませんけれども、より

補完をしてくれる制度だという受けとめ方をして対応していきたいというように思っております。

それから、町では、随分御心配もいただきましたけれども、２年前からこういう厳しい雇用情

勢の中で、その職を持ってやっぱり働かないといけないわけでありまして、ハローワークに職員

を派遣しまして勉強していただいております。これは従来、職業紹介などの事務は国の事務にな

っておりまして、町村では非常にノウハウを持たないという嫌いがあったわけです。ところが近

年のこの地方分権というような中で、町村がきちんと申請してやればこのそういう事務もできる

ようになりましたので、２年前からそのハローワークに職員を派遣しまして、研修をしてさせて

いただいているわけです。ですから、そういう職員が来年の春は帰ってきますので、そういうも

のも十分に活用して職業紹介だとか、そういう分野での機能を高めて、生活困窮というようなこ
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とにならないように支えていきたいというように考えておりますので、御了解をいただきたいと

思います。

それで改めて、本議場でこの様子をＳＡＮチャンネルで見ておられる方も多いと思いますので、

申し上げておきたいというように思うわけですけれども、とにかく困ったときに相談に来ていた

だくと、相談の声を上げていただくということが一番です。町のほうからお困りのことはござい

ませんかというようなことはなかなか言いませんので、困ったときに、民生委員さんでもいいし、

それから、もちろん町会議員さんでもいいし、どなたでも結構ですからＳＯＳのサインをとにか

く出していただくということです。そういうことを通じて行政は随分動きやすくなりますし、効

果的でもあろうと思います。ぜひ、恥ずかしくはありませんから、何でも困られたことがあった

ら御相談をいただくという、声を出していただくということでよろしくお願いします。

近所の方でも結構ですね、そうすればそういう方からまた民生委員さんなり町なりへ御連絡が

あると思います。そういう仕組みで町のほうから、いかがでございますかということはなかなか

言いませんので、ひとつ御相談をかけていただくということでよろしくお願いを申し上げておき

たいと思います。私のほうからはそういうことで答弁します。

○議長（秦 伊知郎君） ６番、景山浩君。

○議員（６番 景山 浩君） 御答弁ありがとうございました。新しい制度の円滑かつ効果的な

施行を期待をいたしまして、私の質問を終わらせていただきます。

○議長（秦 伊知郎君） 以上で６番、景山浩君の質問を終わります。

○議長（秦 伊知郎君） 少し早いんですけど、ここでお昼休憩に入りたいと思います。再開は午

後１時からです。

午前１１時２６分休憩

午後 １時００分再開

○議長（秦 伊知郎君） 再開いたします。

午前中に引き続き、一般質問を行います。

５番、植田均君の質問を許します。

５番、植田均君。

○議員（５番 植田 均君） 植田均です。議長のお許しを得ましたので、３点に３項目にわた

って質問いたします。
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初めに、福祉増進の施策を求めて質問いたします。会見地域で共産党会見支部が行いました住

民アンケートは、９８人の方から回答いただきました。ありがとうございました。

今の暮らしはどうですかという問いに、約７割の方が生活が苦しくなったという回答でした。

次に、南部町に力を入れてほしいことは何かの問いに、１番が国保、介護保険料など公共料金の

値下げ、２番が農業、商工業の振興、３番が高齢者施策、４番が交通弱者、買い物難民対策、そ

して、同数で島根原発再稼働中止、原発事故避難計画の策定、５番が子育て支援、教育と続いて

います。そして、このアンケートの自由記述には年金生活者の苦しい生活の実態や、子育て中の

国保税がいかに高く生活を苦しめているかというような記述がありました。国保税の高さは今や

共通認識となっているのではないでしょうか。国保税に関して以下質問いたします。

（１）国保税の軽減は、待ったなしの課題です。生活費に課税しないことは税制の原則です。

所得税非課税の世帯は課税しないよう減免制度をつくることを求めます。

（２）一般財源を繰り入れ、１世帯当たり１万円の軽減を求めます。

（３）鳥取県が県下全ての市町村をまとめて保険者となる一本化を町長は支持していますが、

国は医療費抑制が目的と明言しています。保険税は高いほうにあわせることになるという問題が

はっきりしています。そして、県には住民の実態はつかめないので、国保の実務はできません。

結局、町が今までどおり実務をすることになるというデメリットばかりです。全県一本化方針の

撤回を求めます。

（４）高齢者が心配されている問題に認知症があります。鳥取大学医学部の浦上克哉氏は、タ

ッチパネルで認知症の早期発見と予防に効果があることを実証されています。来年度予算に取り

入れることを求めます。

（５）年金削減の影響は深刻です。住民アンケートからも生活必需品や食料品に影響が及んで

います。国に年金の削減をやめること、そしてもとに戻すよう意思表示を求めます。

（６）自民⋞公明の安倍政権になって、年金の保険料は上がり、受け取る金額は下がりました。

医療では７０歳から７４歳の窓口負担が１割から２割に上がるなど、国民生活に大きな影響を与

えています。この安倍政権の福祉切り捨て施策に対し、所見を伺います。

次に、農業を名実ともに基幹産業にすることを求め、質問いたします。

自民⋞公明の安倍政権は、日本農業を破壊するＴＰＰ交渉に固執しています。ＴＰＰは例外な

き関税の撤廃です。日本の農業を守ることは独立国として当然の立場です。

また、ことしの南部町農業を取り巻く情勢は、柿⋞梨の霜の害に始まり、秋には米価の大暴落

で大変な一年でした。
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９月議会で２５年度決算について、基幹産業の農業所得をふやし税収を確保という監査意見が

ありました。まさに基幹産業の農業を振興しなければ、将来展望は開けません。生産者米価の暴

落は、国の失政の結果です。抜本対策として、抜本対策と緊急対策が必要です。南部町農業は家

族農業が大多数です。ここに光を当てる対策が求められています。この立場から以下の諸点を質

問します。

（１）政府に対し、ＴＰＰ交渉をやめるよう明確な意思表示を求めます。

（２）米価の暴落に、緊急対策として余剰米を市場に流通させないこと、半減させた直接支払

い交付金を戻すことを求めます。そして、あわせて抜本対策として、価格保障と所得保障で再生

産と生活保障をすることを国に求めるべきではありませんか。所見を伺います。

（３）南部町の農家の経営形態は、家族経営が大多数です。農家が安定した所得を得るために

は、家族経営もしっかり支援する施策が必要ではありませんか。所見を伺います。

次に、水道料金は値上げしないことを求めて質問します。

会見地域住民アンケートで、水道料金値上げに反対の意見が大多数でした。自由記述には、切

実な暮らしで命にかかわる水を値上げなどとんでもないなど、怒りに近い声が書かれています。

自治体の使命は住民福祉の増進です。この立場で、値上げはせず暮らしを守ることは当然です。

以下の諸点を質問いたします。

（１）送水管の布設工事の進捗状況はどのようになっているか伺います。

（２）住民の暮らしの実情をどのように把握されているのか伺います。

（３）公共料金審議会にどのような諮問をしようとされているのか伺います。

（４）住民や議会にどのような説明をされようとするのか、いつされようとするのか伺います。

（５）番、地方公営企業法第３条、経営の基本原則には、企業の経済性を発揮するとともに、

その本来の目的である公共の福祉を増進するよう運営されなければならないと規定されています。

これをどのように理解されているか伺います。

（６）会見地域の水道料金の値上げをしないことを求めます。

この場からの質問は終わります。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 植田議員の御質問に答えてまいります。

最初、福祉増進の施策の充実を求めるということで６点にわたって質問いただきました。

まず最初に、国保税の軽減は待ったなしの課題であるということで、減免制度をつくれという

ことでございます。国保税の軽減制度につきましては、平成２６年度賦課分より制度改正があり、
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軽減の対象範囲が拡充されております。具体的には、１、５割軽減の軽減判定所得の被保険者数

に世帯主を含める。２、２割軽減の軽減判定所得の被保険者数の乗ずる額が３５万円から４５万

円に変更になりました。このことによって軽減を受ける世帯の国保加入全世帯の中に占める割合

は、平成２５年度の５２％、８６２世帯から５９．１％、９６９世帯に増加しております。この

ことにより、所得の低い方に対する対策は一層充実してきています。また、所得割については、

前年所得に対して賦課をすることになっております。このため、前年に対して大幅に所得が減っ

た場合などは、国保税の納付が困難になる事態も生じてくることがあります。このような事態に

対応するため、南部町国民健康保険税減免規則がありまして、この規則の運用により、非自発的

失業の方や病気などで生活困窮になられた方などへの減免措置を行えると考えております。よっ

て、現時点では、生活費非課税とする減免制度を創設する考えはございません。

次に、一般財源、１世帯当たり１万円繰り入れせということでございます。これまでもお答え

してまいりましたが、国民健康保険事業は独立事業的な性格ではありますが、他の医療保険とは

異なり、事業主負担がないこと、加入者の年齢構成が高いこと、所得の低い加入者が多いことな

どの構造的な問題があり、国、地方が一体となり事業の安定化を図ってきているところでござい

ます。一般会計からの繰り入れにつきましては、法に基づき事務費など町が支払うべき金額の繰

り入れを行っており、その額は昨年度の決算で約６，５００万円でした。医療費に係る部分の財

源を保険税で賄っておりますので、１世帯１万円の保険税の軽減を行いますと１，６００万円の

穴があきます。これを一般会計からの繰り入れで賄うこととなりますと、他の健康保険に加入さ

れてる方々にとっては二重に健康保険の負担をされることにもなります。これでは不公平感が感

じられ好ましくないと考えますので、御理解をいただきたいと思います。

次に、全県一本化の問題です。国民健康保険の都道府県移管については、政府の社会保障制度

改革国民会議が平成２５年８月に取りまとめた報告書に方針が明記され、同年１２月に成立しま

した社会保障に関するプログラム法にも盛り込まれております。同法では移管に必要な法案を平

成２７年の通常国会に提出し、平成２９年度までに実施することが定められております。国民健

康保険は、我が国の国民皆保険体制の中で最後のとりでとしての役割があり、基礎自治体である

市町村が被用者保険に加入されていない後期高齢者以外の国民を全て被保険者とすることになっ

ております。疾病リスクが高い現状にある高齢者や、総体的に保険税支払い能力の弱い被保険者

が多いという構造的な課題を持っているために、市町村の国民健康保険は慢性的な赤字体質に陥

りやすく、市町村の多くが運営に苦しんでいる状況です。この運営を県へ移行することになりま

すと、分母か大きくなることで安定した保険運営ができるようになり、標準的な保険料など住民
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負担のあり方を総合的に検討することが可能となると考えます。

また、県には既に医療提供体制の責任者としての立場があり、国保運営が県になれば保険者と

しての立場の両方から医療機関の整備、協力連携を進めることが容易となり、医師、医療機関の

確保や適正配置について、地域偏在の是正に向けて主体的に推進することが期待されます。県と

市町村との役割分担、保険料の水準、財政負担の問題など検討が必要な課題は多数ございますけ

れども、広域化方針の撤回を求めることは考えておりませんので、御理解をいただきたいと思い

ます。

次に、認知症のタッチパネルを購入すべきではないかということでございます。厚生労働省が

発表した平成２２年の数値では、６５歳以上の高齢者人口３，０７９万人で認知症の全国の推定

患者数、約３０５万人でありました。ところが平成２３年に厚生労働省研究班による調査が行わ

れ、本人への面接や家族の聞き取りなどに加え、医師が診断を行って、約５，３００人余りのデ

ータを分析し、認知症の推計値を訂正する結果となりました。認知症推定患者数が平成２２年で

約３０５万人としていたものが、約４６２万人と大幅に増加しました。そして、認知症になる可

能性がある軽度認知障がいの方が約４００万人と推計しています。６５歳以上の高齢者４人に１

人が認知症とその予備軍となる計算になります。

一方、南部町では平成２６年１０月末現在で、高齢者数３，７２６人、介護保険認定を受けて

いる人６８７人のうち、認知症Ⅱａ、これは周囲の人が気づくレベルであります。この方が４５

９人、実に６７％に上り、高齢者人口の１２％に当たります。この数値は介護保険の認定を受け

ておられる方の数値ですので、軽度の方やまだ認知症が発見されていない方などたくさんおられ

ることが推察できます。認知症は発見が早ければ早いほど進行速度を抑えることができるといわ

れております。早期に発見することにより、現在の住まいで暮らし続けていらっしゃる方もおら

れます。いつまでも自宅で暮らし続けていただくためにも、１つの方法としてタッチパネルを利

用して早期に発見することは重要なことと考えて、平成２７年度予算で購入を計画してるところ

です。いきいきサロンでの出前講座など、町民の皆様にいろいろな場面で実際に体験していただ

きたいと考えております。

次に、年金削減の中止を国に求めるということでございます。平成２４年１１月に成立しまし

た国民年金法等の一部を改正する法律などの一部を改正する法律により、段階的に特例水準を解

消することにより年金財政の改善を図り、現役世代の将来の年金額の確保や世代間の公平を図る

こととされました。これは過去に物価が下落したにもかかわらず年金額を据え置いたことで、本

来の水準よりも高い水準で支払われていたものを、平成２７年度までに段階的に引き下げ、これ
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を解消することとなったものです。また、公的年金の額は、物価や賃金の変動に応じて年度ごと

に改定されることになっており、平成２６年度の年金額は０．７％の引き下げとなったところで

す。このような措置は少子高齢化が急速に進展していく中で、将来世代の負担を過大なものとし

ないよう、改定のルールに一定の調整措置が講じられているものと理解しておりますし、高齢者

の生活を支える年金制度の持続性が求められていることを踏まえて考えれば、国に中止を求める

ということにはならないと思います。

次に、福祉施策が削減され、特に高齢者の生活が苦しくなってきたのではないか、所見をとい

う質問であります。少し高齢者を中心とした社会保障の実態というものを御紹介したいと思いま

す。１９９０年、平成２年と２０１４年、平成２６年、国の予算などを比較してみました。まず、

６６兆２，０００億円の予算のうち、社会保障費は１１兆６，０００億円でございましたが、２

０１４年には２．６倍増の３０兆５，０００億円と１８兆９，０００億円ふえております。政府

の社会保障支出は対ＧＤＰ比で、１９９５年１４．７が２０１１年には２５．４と１０．７ポイ

ントふえております。社会保障以外は１８．０から１４．８に３．２ポイント減っています。社

会保障支出に対する我が国の国民負担率は対ＧＤＰ比で３０％ぐらいですが、アメリカ、韓国、

アイルランドなどわずかな国を除いて、ほとんどの国が日本を上回っております。ドイツ、オラ

ンダ、イタリア、フランスなど主要国は４０％以上で、デンマークなどは５０％近くになってい

ます。

我が国の社会保障制度は、社会保険方式をとりながら公費負担に相当程度依存しており、この

財源に特例公債を発行して将来世代に負担を先送りしており、財政悪化の最大の要因になってお

ります。２０１４年度で、年金、医療、介護などで総額１１５兆２，０００億円の給付を行いま

すが、財源の３１．１兆円は国庫負担で、この額が毎年１兆円規模でふえていくことから、消費

税の増税も行われてきたと思っています。まだまだ申し上げたい数値もありますが、以上申し上

げた内容で、社会保障は伸びているが持続性に問題があることを御理解いただけるのではないか

と思います。

国民もＧＤＰで他国の状況などと比較すれば、国民負担率は低くて、まずまずの社会保障支出

ですから、満足とはいかなくても御理解はいただけるのではないでしょうか。政府は負担と給付

のバランスをどうとっていくのか、今一番難しい課題に向き合っていると思います。

町長として町民の暮らし向きに心を配ることは当然のことではありますが、国が国民にどの程

度の負担をお願いするのかという物差しは、町長が判断できる範疇を超えており、今後の社会保

障審議会の動向や税制の論議を見守りたいと考えます。
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次に、農業の問題であります。３点にわたって質問をいただきました。ＴＰＰ交渉をやめるよ

うにということであります。昨年１２月議会におきまして、亀尾共三議員の御質問にお答えさせ

ていただいておりますが、現段階においては全国町村会で、交渉に当たっては拙速に進めること

なく、我が国の国益を損なうことのないよう毅然として対応するとともに、十分な情報開示と説

明責任を果たすことと、とりわけ農林水産分野の重要５品目などの聖域の確保については、国会

における決議などを踏まえ、国民との約束を守るよう万全を期すことと決議し、関係機関などに

申し入れをしているところです。

次に、米価の下落に対して国に価格保障と自給率向上を求めるべきとの御質問ですが、まず価

格保障についてでございますが、市場価格は農産物に限らず基本的に需要と供給のバランスによ

って決定されるものであることから、需要動向を無視して生産供給が過剰になれば、当然に値崩

れが起きてまいります。厳しい財政状況にあって、高齢化とともに年々に米離れが進み消費が減

退する中にあって、米価の価格保障を行うということは財政的にも行き詰まりは目に見えたもの

であり、国民的な合意も得られないと思います。自給率の向上という観点についていえば、全く

異議はございません。この間、全国町村会では、食料自給率向上や農業、農村の振興とＴＰＰと

の両立は困難と考え、具体的な実行策を政府として示すべきだと意見を申し上げておりますので、

御理解をいただきたいと思います。

次に、家族経営をしっかり支援する施策をとるべきであるという質問でございます。今まで長

きにわたり護送船団方式で、特に水稲農家を国策で守ってきたわけですが、それでは将来にわた

って日本の農業や農家を守っていくことが立ち行かなくなってきております。作付さえすれば交

付金を得られるといった制度の中で、農家の中においても差ができている状況も事実でございま

す。余りにも交付金に偏ったため、農家の創意工夫の機会を奪った一面も否めないと思います。

そうはいっても農家の皆さんの所得を向上させていくことは、重要な命題でありますので、国策

のほかに、十分ではございませんが町独自で、汗かく農業者支援事業、じげの職人支援事業など、

家族経営的な小さな取り組みに対しても支援策を打ち出しております。農家の皆様も利用できる

制度はしっかり利用していただくとともに、いま一度現状を見詰め直していただきたいと存じ上

げる次第であります。

現在、衆議院議員選挙の真っただ中にありますが、今後、地方創生について具体的な枠組みが

示されることとなると思われます。このような中、全国町長会では、今年度、農業⋞農村政策の

あり方について提言しており、その中で農業⋞農村政策のあるべき枠組みとして、１つ、国と自

治体の新たなパートナーシップの構築と役割分担、２つ、農村価値創生交付金制度の創設といっ
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て項目を国に訴えております。また、要望ばかりではなくて、農村価値の創生は一方的な主張で

なく、農村サイドの責務でもある。都市⋞農村共生社会の実現には国民的な運動が不可欠である。

全国の町村は各主体とともに中核的な担い手となる決意であると結んでおり、行政のみならず、

農業者の方も進んでこれからの農業を考えてみていただきたいと思う次第でございます。

最後に、水道料金の値上げしないことを求めるということで６点にわたって御質問いただきま

した。まず初めに、送水管布設工事の進捗状況はどうか伺うという質問であります。平成２４年

度から２７年度までの４カ年の継続事業で実施しております水道統合事業は、既に議員の皆様へ

もお示ししておりますとおり、水質、水量ともに不安定な西伯地区の水源問題の解消と、緊急時

における会見地区への送水を可能にし、南部町全体の水道の安定供給を図ることを目的としてお

ります。平成２５年度までの工事では、朝金地内への水源施設と調整池の設置、朝金地内から御

内谷地内への送水管の布設を行っております。本年度は、これに引き続いて、御内谷地内から馬

佐良地内への送水管の布設と馬佐良地内への配水池の設置を行う予定としており、現在進行中で

ございます。進捗率といたしましては、本年度工事を順調に終えた段階で８７％に至ります。最

終年度であります平成２７年度には、馬佐良地内から落合浄水場へ送水管を布設し、事業を完了

する予定としております。

２番目であります。住民の暮らしの実情をどのように把握しているかということであります。

南部町の住民の暮らしの実情、所得を把握する統計資料としては、税務課の所管する市町村税、

課税状況等の調べしかございません。この資料は、町民税の所得割の課税者についての資料です

ので、町民全体の所得の動向を正確に反映してるものではありませんが、大体の傾向は把握でき

ると考えますので、この資料に沿って平成２１年から２５年の南部町の所得の動向について申し

述べます。

まず全体の傾向として、課税者の所得総額を全人口で除した町民１人当たりの所得であります。

平成２１年が９０万３，５００円、間の数字はありますけれども省略させていただいて、これが

平成２５年と比較しますと、２５年が９０万９，７００円で町民所得はおおむね横ばいに推移し

ております。

次に、所得の種類ごとに見ていきます。まずは給与所得でございますが、課税者１人当たりの

所得は平成２１年が２５４万６，４００円、平成２５年が２５４万９，１００円、こちらもほぼ

横ばいに推移しております。平成２５年につきましても、前年に比して所得の目立った伸びは見

られません。次に、営業所得につきましては、課税者１人当たりの所得は平成２１年が２５８万

３，０００円、平成２５年が２７４万３，８００円で推移しており、微増はしているが所得が大
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きく伸びたとは言いがたい状況のようです。次に、農業所得につきましては、課税者数が平成２

２年度の８人から平成２６年度は１７人へと増加しておりますが、平成２２年の農業センサスに

よりますと南部町の農家数は１，２３４戸で、専業農家が１２３戸となっており、大半の農家が

課税となっておりません。課税総所得で見ますと、平成２１年の１，９６０万９，０００円から

平成２５年の３，１００万７，０００円と増加しておりますが、農業全体では最近の米価の低迷

もあり、所得の伸びはなく、大半が赤字経営であると思われます。次に、その他所得につきまし

ては、主に年金所得が該当しますが、この間の課税者１人当たりの所得は１４１万７，９００円

から１４７万７，５００円

の間で推移しており、大きな変動はございません。公的年金については、平成２４年の法律改正

により特例水準を解消することとなったため、平成２４年分から公的年金所得は減少しています。

最後に譲渡所得につきましては、主なものとしては、土地など不動産の譲渡と株の譲渡、配当で

すが、課税者数は２１人から２８人の間で推移しています。課税総所得は、平成２４年の４，８

０６万９，０００円から平成２５年は１億１，９７３万２，０００円に大きく伸びており、株価

の上昇と企業の収益増によるものと考えられます。このように町民所得はこの５年間、所得の種

類により微増や微減はあるものの、ほぼ横ばいの状態です。一方で、この間の消費者物価指数は

平成２１年が１００．７４、２２年が１００．０１、２３年が９９．７３、２４年が９９．６９、

２５年が１００．０４で推移しており、去年までの５年間は物価変動はほとんど見られませんで

した。しかしながら、各種年金保険料や健康保険料率が上昇しており、生活実感としては苦しく

なったと感じていると思われます。また今年度に入ってからは、消費税の増税と円安に伴う物価

の上昇もあり、住民生活の暮らしの実情は近年改善されていないものと思われます。

３点目であります。公共料金審議会にどのような諮問をしようとしているのかということであ

ります。南部町の水道料金の統一と水道事業の経営改善を目的とした料金改定についてお諮りす

る予定としており、審議会での審議を通じて水道統合事業後の経常収支の状況調査や料金改定案

の御検討を行いたいと考えておりますので、御理解ください。

４点目であります。住民や議会にどのような説明をするのかということであります。公共料金

審議会からいただきました答申が示す内容を尊重し、説明をさせていただき、御理解、御協力を

いただきたいと考えております。まだ審議会を開催しておりませんので、何とも申し上げられま

せんが、これまでの審議会の答申を踏襲した審議事項になると思っております。課題といたしま

しては、水道料金の統一と財政収支の改善でございますが、その一解決策である料金改定につき

ましては、全国や県内の自治体の状況も参考にし、法令に基づいた方法による手段や検討を行い
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たいと考えております。

次に、地方公営企業法３条の理解ということでございます。改めまして地方公営企業法第３条

を読み上げさせていただき、御確認をいただきたいと思います。

地方公営企業法第３条、地方公営企業は常に企業の経済性を発揮するとともに、その本来の目

的である公共の福祉を増進するように運営されなければならないとなっており、議員も御承知の

とおり、この条文では企業の経済性と公共の福祉の増進を定めております。まず企業の経済性に

つきましては、地方自治法第２条第１４項と第１５項や、総務省からの通知でも示されておりま

すが、一般企業と同様な経営原則としての組織や運営の合理化に努め、最少費用で最大効果を上

げるよう効率的に事業に取り組むことであり、公共の福祉につきましては施設の整備や運営、水

道の安定供給により安心できるサービスを提供することであると考えております。料金収入も全

てそのサービス提供のために執行しており、個人的な利益に向けられてはおりません。水道事業

は経営そのものが公共の福祉に直結していると言うことができます。

最後でありますが、会見地域の水道料金を上げないことを求めるという御質問ですが、今年、

ことし９月の定例議会でお答えしておりますように、簡易水道、上水道、あるいは地区間を分け

隔てるのではなく、町全体の事業として子や孫の世代に水道事業を継承していくことができるよ

うな基盤づくりの一環としての料金改定を検討したいと考えておりますので、御理解ください。

以上でございます。

○議長（秦 伊知郎君） ５番、植田均君。

○議員（５番 植田 均君） 答弁いただきましたので、再質問いたします。

初めに、国保税につきまして、新たに生活費非課税の減免制度をつくるべきだという質問に対

しまして、そういう制度をつくる考えはないというお答えだったんですけれども、この私たちが

行いました住民アンケートですね、これを自由記述の欄にいろいろ書いていただいておりまして、

少し紹介したいと思います。

国保税が高過ぎる。会社は社会保険を払わないようにしている。６１歳男性。この方は社会保

険のない会社にお勤めで、国保に加入しておられるということだと思います。

それから、別の方は、国保は本当に高いです。自営業者の方は収入が変動するので大変な面も

あったり、でも自営業者のところで働く人は、会社が社保に加入しなければ国保になります。一

般のサラリーマンの収入より低いのに保険料は社保加入のサラリーマンより倍近く高い、子育て

支援をされるなら国保の子供子育て世帯の減免を考えてほしいというようなことがあります。そ

のほかにも、こもごもいっぱい紹介し切れないほどの声があります。
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国保の今の制度が若干見直されて、５割、２割の減免に該当する方が幅が広がったということ

も紹介されましたけれども、住民税が非課税という所得水準の方ですよね。そういう方がこんな

高い国保税を払おうとしたら、本当に何を削るんだということになると思うんですよ。私は、こ

の場で即答はできないと思いますけど、一旦答弁されたので、私は改めてそういう苦しい生活を

されている方々のために再検討していただくことを要求しときます。

それから、一般財源を繰り入れて１世帯１万円の軽減を求めるということも、町長は独立採算

だということを理由に拒否されたんですけれども、日吉津村の話が載っております。２０１３年

度、日吉津村では、国民健康保険会計に被保険者１人当たり約４万円の法定外繰り入れを行い、

制度の構造的欠陥の弊害が被保険者に及ばないようにと負担軽減を行いました。こういうことを

やっておられるんです、日吉津村では。私は、やる気になればやれるんですよね。法定外繰り入

れ、何の支障もないと思います。再度、町長の見解を伺いたいと思います。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 町長でございます。日吉津が以前から一般会計からの繰り入れを行って

おるということは承知しております。村長に聞いてみますと、保険財政が小さくて、ちょっとし

た医療費の増嵩ですぐ赤字になるという、そういう状況を抱えておられるので、これはやむを得

んということをおっしゃっておられました。以上です。

○議長（秦 伊知郎君） ５番、植田均君。

○議員（５番 植田 均君） それは、町長さんですから保険が財政破綻、いつでもお金が足り

んようになれば補正すればいいわけで、それはいつでもできることなんですよ。だけども、この

日吉津村は、この制度の構造的欠陥の弊害ということを是正するっていう大義名分をきちんと持

っておられるんですよ。そういうことを私は聞いてるんですよ。よろしくお願いします。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 町長でございます。制度の構造的欠陥を補填するということは立派なこ

とではあると思いますけれども、そういう構造的な問題を１つの町や村で取り組むということに

ついては、これは私は否定的に捉えております。やっぱり制度的な欠陥については、やっぱり制

度で直いていかんといけんと、先ほど申し上げたような県の一本化といったようなことをもって

補正していかなければいけないと、このように思っております。

○議長（秦 伊知郎君） ５番、植田均君。

○議員（５番 植田 均君） 制度を抜本的に欠陥を直すっていうのは私も同じです。同じ考え

です。制度の枠組み決めてるのは国ですよね。国がどんだけこの国保会計にお金を出すかってい
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うのが決定的にこの保険料の水準を決めていると思います。そういう認識、町長も間違いありま

せんね。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 町長でございます。先ほど答弁いたしましたように、国も県も市町村も

一緒になってこの制度の維持、発展を願って、それぞれの立場で守る努力をしておるというよう

に思っております。

○議長（秦 伊知郎君） ５番、植田均君。

○議員（５番 植田 均君） 今、本当に年金生活者とか、先ほど紹介しました国保加入の勤労

世帯とか、そういうところでは本当に、私が最初に待ったなしということを言ったのは、国保を

どう生活費を切り詰めるようにしてやっと払っていると、そういう実態があるから待ったなしだ

と、だから、それを国の制度を直すまでに町民の苦しみを少しでも軽くするという対策をとるべ

きだということを、これ以上言ってもね、押し問答ですので、私は強く求めておきます。

それから、全県一本化の方針ですけども、これはそもそも国が医療費が、先ほど町長言われた

ように、国の全体のいろんな福祉も含めて、医療も含めてふえていくと。それで、国のその厚生

労働省の専門部の審議会が取りまとめをしていて、その大きな枠組みはその医療費をどんだけ圧

縮していくかというところに目的がまず定められているというふうに、私は関係の書類を少し読

ませていただいてそういうふうに見てるんですけれども、そういう見方、町長は厚生労働省は医

療費とかさまざまな福祉の予算を自然増ですね、言ってみれば人口がふえ、高齢者人口がふえて

いって、当然ふえていく自然増といわれる予算にどれだけ切り込むかという問題意識で制度を考

えようとしている。そういうふうに私は厚生労働省の報告書を見ましたけれども、その認識で間

違いありませんか。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 町長でございます。厚生労働省を代弁できるわけもありませんので、ち

ょっとした資料がありますので、国のこれは資料であります。御紹介申し上げたいと思います。

いわゆるこの２０２５年というのがあります。いわゆる団塊の世代が全て７５歳以上となる超

高齢社会ということになっておりますけれども、この２０２５年にどのようになるのであろうか

という社会保障給付費の見通しというものを出しているわけです。そこで、医療が現在３５．１

兆円ということになっておりますけれども、これを１．５４倍、５４兆円というぐあいに見込ん

であります。したがって、この間ＧＤＰは１．２７倍しか見込んでおりません。ＧＤＰの伸びで

すね。２０１２年は４７９．６兆円、それから、２０２５年に６１０．６兆円を見込んでおりま
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す。この１．２７倍、ＧＤＰが伸びるという前提で医療の伸びも推定しておりますけれども、医

療は１．５４倍の５４兆円ということになっております。ＧＤＰの比率で言いますと、２０１２

年が７．３％、それから、２０２５年が医療は８．９％と、ＧＤＰ比ですね、ということになっ

ておって、間違いなくその削減をするというようなことではなくて、このままいけば間違いなく

こういうぐあいに伸びていくという見込みを持って経済財政運営を国はやっておるというぐあい

に理解をしております。

○議長（秦 伊知郎君） ５番、植田均君。

○議員（５番 植田 均君） 厚生労働省の話をしとっても、あんまりあれですけれども、私も

う一度、全県一本化の話に戻しますけれども、全県一本化にすると大きく２つの問題点が上げら

れると思います。１つは、高い料金を払っておられるところに料金が上がっていくと、平準化さ

れるという言い方をします。だから、米子とか鳥取とか、そういうところが結構高い保険料を払

っておられると、そこに上がってあわさっていくということが１つと、もう一つの問題は、県が

実務、県が事務をしようと思っても、一人一人の課税のデータを持っていないということとか、

それから、保険、被保険者の出入りの事務を県ができるわけではないということで、結局、市町

村が実務をするようにならざるを得ないという。だから、その住民にとってはその保険税が上が

る、それから、一応県が実務の窓口になるようになるので、実際にどういうことにするのかわか

りませんけども、県がやっても何の意味もないということにしかならないというふうに問題が整

理できると思うんですけども、だからこそ私は全県一本化はやめるべきだということを言ってお

りますが、再度よろしくお願いします。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 町長でございます。今現在、その保険料高いほうにあわせるというよう

なことをさっきおっしゃったわけですけども、そういう話は出ておりません。標準的な保険料と

いうものを設定して、それぞれの町村のいわゆる健康に対する取り組みや、そういうものが反映

された保険料になるのではないかと思っておりますし、高いところにあわせる保険料では、きっ

と合意できないのではないかと思っております。それから、課税データは確かに町村が持ってお

りますので、収納などについての事務は町村が行うというぐあいに思っております。

要は、その規模のメリットといいましょうか、保険は分母が大きいほど安定するわけですから、

規模のメリットを生かしながら具体的に、それぞれの町が努力した、例えば健康づくりなどに努

力したような部分については、それが保険料に反映するような仕組みを考えていかんといけんだ

ろうなというように思っております。
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それから、先ほどの４万円の日吉津村の話があったわけですけれども、４万円、１世帯当たり、

総額幾らかわかりませんけれども、これはほかの政策経費に使うことができたはずなんですよね。

それがこの保険税の穴埋めというんでしょうか、そういうことで使ってしまうわけですから、こ

れは私はそういう意味で行政の政策の選択幅を非常に狭めると、このように思っております。特

にこの日吉津村だとか、小さな規模の自治体ほど全県一本化のメリット、私は大きいと思います

よ。小さい規模の保険者ほどメリットは大きいだろうと。というのは以前にも申し上げたことが

あるかもわかりませんけども、保険で支払う医療費の、平成２４年度だったと思いますけれども、

１カ月の医療費が１億４，０００万円というような法外な金額でした。お一人にかかる医療費１

カ月分です。これが１億円以上の方が日本中に１０人以上おられたそうです。そういうことが現

にあるわけですから、そういう極端な例はないにしても、高額な医療を必要とする人が自分の保

険、被保険者の中に出たときには、一気に財政悪化になるというように思うわけです。これがち

ょっと広がっていけば、少しは緩衝されるのではないかと思っております。

それから、もう一点は、国保の一本化の先に何があるかということなんですけれども、全国町

村会では、保険は一本にしてほしいと全部。協会けんぽだとか、国保だとか、いろいろ乱立して

おります。市町村共済の保険だとかいろいろある。これを一本にして、その国保だけがこういう

構造的な問題をかかえているとみんなが知っていながら手がつかんわけですから、これ一本にし

てほしいということを言っております。

そういう展望の途中にあるわけです、今。ですから、あなたがおっしゃるように、小さな保険

者で今までどおりやれやれっていっておれば、なかなかその大きな展望にスタートラインにつく

ことも私はできないのではないかと思っております。

したがって、国保の全県一本化、長い間の懸案でありました。ようやく緒についたということ

であります。これをなし遂げて、その先にはさらにまた健康保険の一本化というようなことを展

望していくように進めたいということであります。

○議長（秦 伊知郎君） ５番、植田均君。

○議員（５番 植田 均君） 私は、その地域医療が発展する道は、やっぱり実際に小さな町で

その目に見える形でその保険、健康を保持するという活動を住民と一緒にやっていく、そういう

目に見えたこういうところで、そこで一番、今問題になってるのは、財政が脆弱だということが

一番問題なんですよ。この脆弱な財政を日本の一番、財政問題として根本的に切りかえていかな

ければならないのは、年金削減だとか、それから、消費税増税だとか、一方で大企業は２．５兆

円の減税だとか、その先に５兆円もまだ財界は求めておりますよね。何でその富める者はますま
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す富み、苦しい者はますます苦しいところに追いやられていくような、こういう状況を直すこと

をやらなければ、私は抜本的にこの構造は変えられないということを言っておきます。

それで、この福祉施策の増進については飛びまして、ＴＰＰも町長も一定程度方向が、主要５

品目というところに私は若干ひっかかるところはありますけども、全ての農産品を守ると。日本

は世界人権宣言というものの中に、食糧主権にかかわるような項目がありまして、１つ、締約国

は、事故及びその家族のための相当な食料、衣類および生活の内容とする相当な生活水準につい

て全てのものの権利を認める。ですから、食料、衣類、住居、それがですね、一定、その生活水

準について、自由、主権、その国の主権だと、そういうところで、それを研究されている京都大

学の久野教授っていう方が、ミニマムアクセスの強制や生産、刺激的な政策や女性の避妊、食の

安全や農業の多面的機能を守るための非関税障壁の否定など、これはそういうことをやることは

おかしいと。ちょっと難しい言い回しになってますけども、自由貿易だと言いながら、そういう

食糧の主権を侵すような条約は世界人権宣言に照らしておかしいんだということを述べておられ

ます。私は、そういう立場でＴＰＰを即時やめるということをまた返答していただいて、町長も

主要５品目に限らず頑張っていただけたらと思います。

次に、生産者米価の暴落につきまして、ことしの米価の暴落が６０キロ当たり約３，８００円

ぐらいです。これが南部町全体でどのくらいの下落幅、金額になるでしょうか。わかりません。

○議長（秦 伊知郎君） 産業課長、頼田泰史君。

○産業課長（頼田 泰史君） 産業課長でございます。南部町全体でと言われましても、余りにも

アバウトでちょっとわからないんですけども、聞いておりますところによりますと、農協の一時

買い入れ価格では、２等のコシヒカリなんですけども４，２００円ということで……（「３０キ

ロでしょ」と呼ぶ者あり）３０キロですね。で大体１，４００円ぐらい下がったというふうには

聞いております。

○議長（秦 伊知郎君） ５番、植田均君。

○議員（５番 植田 均君） 町長、南部町の基幹産業である米を、どれだけ被害といいますか

下落が起こったのかということを調査して報告していただきたいと思いますけども、いかがでし

ょうか。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 町長でございます。ＪＡさんなどに御協力を要請して見込みを持ちたい

と、このように思います。農家の方や、植田議員は誤解はないと思いますけれども、いわゆる３

段階方式になっていて、概算払い、それからその内払い、それから生産払いという３段階になっ
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ております。それから、２６年産に限って農家は拠出をしなくてもならし対策があります。なら

し対策がある。ですから、そういうことを知らずに概算払いが非常に少ないと。早く売ってしま

うがええだないかっちゅうようなことで庭先で売ってしまうというようなことがあれば、最終的

には生産払いまであるわけですから、まあ、ここはじっくり様子を見て、ＪＡと長年つき合って

きているわけですから、ＪＡもその農家所得は減るようなことにはせんと思いますので、努力し

てくれると思いますので、お願いをしたいというように思います。最終的に生産払いまであると

いうことを御理解いただきたい。それと、ならし対策は、２６年は拠出していなくても拠出して

いたとみなしてならし対策をしてくれるということです。

○議長（秦 伊知郎君） ５番、植田均君。

○議員（５番 植田 均君） 私はちょっと……（「もう時間がなくなるぞ」と呼ぶ者あり）は

いはい。ならし対策というのは、集落営農とか、それから担い手農家とかに限って入れるという

制度だと思っておりました。それで、ことしは２６年に限って、直接支払い交付金というのが減

収分の３６％補填するというのが回覧板で回って来ましたので、それはそれで間違いないじゃな

いかなと思っております。いずれにしましても、減収分をきちんと調査して、それから、その上

に立った対策を求めておきます。

次に、水道料金の問題に移ります。私が一番、公共料金審議会に諮問をするのは、ひとつです

ね、町長は以前に、一般会計からどれほどかの財源を投入するということをこの場で何度もおっ

しゃっておりました。そのことを、まだ金額については言える段階ではないですか。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 町長でございます。当時に申し上げておりましたのは、落合浄水場の状

況というもの、どの程度の管理運営費がかかるのかというようなことを見定めて、最終的に判断

をしたいというように言っております。ですから、前倒し前倒しで質問されますけど、そういう

ことを見定めないとできないということを前から言っておりますから。

○議長（秦 伊知郎君） 議員にお願いいたします。残り時間が少なくなりました。まとめる方向

で質問をよろしくお願いいたします。

５番、植田均君。

○議員（５番 植田 均君） 地方公営企業法第３条の理解ということで、町長の見解伺いまし

たら、公共の福祉の増進とは、施設の整備やサービスの提供。結局、水を送るということですか

ね、そういうふうに理解していいんですか。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。
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○町長（坂本 昭文君） 先ほど読み上げたとおりですけれども、そういう安い水道を、水をです

ね、安定的に供給していると、そういうことを福祉の一環と捉えております。

○議長（秦 伊知郎君） ５番、植田均君。

○議員（５番 植田 均君） 住民の方は、本当に水道のことについて、値上げに賛成などない、

生活もままならないのに少しでも負担を減らしたい、５０歳女性会社員とかですね、私たちが生

きていくのになくてはならないものを値上げすることはやめてほしい、８０代女性とかですね、

読み上げれば切りがないんですけど、私がここで何度も値上げはやめるべきだと言ってるのはで

すね、この福祉の増進ということが、値上げをしながら福祉の増進などということは絶対言えな

いということを言いたいわけですよ。少なくとも値上げはしない、それできちんと水をサービス

をすると、こういうことでなければ、私は地方公営企業法の本来の目的に合わないということを、

私は強く言いたいと思いますので、よろしくお願いします。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 議会基本条例の規定によりまして、質問者に質問してみたいと思います

ので許可いただきたい。

○議長（秦 伊知郎君） 許可します。

○町長（坂本 昭文君） 議長の許可をいただきましたので、植田議員に質問をさせていただきた

いと思います。

９月議会だったと思いますけれども、合併以降の建設改良事業というものについて、どの程度

投資をしてきたのかということを申し上げました。改めてここでちょっと紹介しておきたいと思

いますけれども、もちろんこれは統合事業を除いたものであります。西伯側に係るものについて

は除いておるということでございますが、西伯地区で３億５，３２８万４，０００円投資をして

おります。３億５，３２８万４，０００円、合併以来ですね、書いておいてくださいよ。それか

ら会見地区、３億８，９３９万９，０００円投資をしているわけです。人口が７，６６７人が西

伯地区でございますので、１人当たりの投資額は４万６，０７９円、これは西伯地区であります。

それから会見地区は３，７７４人でございますので、１人当たりの投資額が１０万３，１７９円

になっております。このように多額な投資をしてきているわけですけれども、特に会見地区の料

金を上げるなということをおっしゃいますけれども、私はその投資をしたものをどのように回収

していくのかということから言えば、これは西伯地区のじゃあ料金を上げて、会見地区の水道料

金を賄うようにせと、投資したものを回収しなさいということを言っておられるのですか。どう

でしょうか。
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○議長（秦 伊知郎君） 議会基本条例第１条によりまして、町長の質問を許しております。

町長の質問に対しての答弁を、５番、植田議員、よろしくお願いいたします。

○議員（５番 植田 均君） まず、さっきから言われる両地域に振り分けて幾ら投資したかと

いう問題と水道料金の問題を一緒に論ずるっちゅうのは、まずおかしいですよね。まずそこが１

点ね。で、私はこの会見の料金を上げるなと言っているのは、今の会見に住んでる方の料金を上

げてほしくないというのは当然の要求だと思ってるからですよ。その料金を上げないためにどう

するかは、行政が知恵を絞ることだと思ってます。一つは町長が言われた大きな基金のようなも

のを財源投入されるということがありますし、もうちょっと長い目で見て、１０年とか２０年ぐ

らいを見越して緩やかに……（発言する者あり）上げません、上げません、上げませんよ。順次、

長期借り入れがずっとありますので、順次返していけるわけですよ。そういう長いスパンで、上

げずにやっていくための少しずつの補填金を順次入れながら、財政をやっていくというやり方も

あるのではないかと私は考えております。

○議長（秦 伊知郎君） 少しかみ合ってないと思いますけど、町長、再度質問ありますか。

○町長（坂本 昭文君） あります。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 町長でございますが、驚くべき発言を今聞かせていただきました。１０

年間、議会に席を持って、ここでいろいろな御審議をいただく議員さんとは思われない発言だっ

たと思います。

投資と料金を同一に論ずるのはおかしいということをおっしゃいましたけれども、今まさに投

資をした、そしてその投資は金がないので借金をしております。この借金を返すために料金を徴

収して運営しているわけですよ。これはどういうことでしょうか。もう一度ちょっと聞かせてく

ださい。まさに今やっている水道事業会計は投資をしたものを回収する運営費を、電気代とかい

ろいろかかりますから、それにかかった経費を水道料金で賄う、それで成り立っているわけです

よ。おかしいじゃないですか。

○議長（秦 伊知郎君） ５番、植田均君の発言を許します。

○議員（５番 植田 均君） 突然だったので、言っておられる意味が少しのみ込めませんでし

た。水道事業会計のこれをこう線引きするっていうのが不思議だったので、どういうふうに線引

きされたのかなと。だから私は事業の一般かなと思って、一緒に議論するのおかしいと、こうい

う言い方したんですよ。水道事業じゃなくてほかの事業の一般かなと思って、突然言われたから。

○町長（坂本 昭文君） まあ、ええから、投資と料金値上げの関係を答えてください。
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○議員（５番 植田 均君） 投資、だから同じことですよ、同じこと。長いスパンで少しずつ、

足りない分を補填しながら料金値上げはせずに運営していくというやり方。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、発言ありますか。

町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） いつまでもこんなことで言っとってはいけませんけれども、テレビを見

ておられる皆さんもおられますので、はっきりしておいたほうがいいと思います。

緩やかに長いスパンでということをおっしゃいますけれども、その緩やかで長いスパンでこれ

を一遍に料金に反映させないように、起債を借りてやっているわけです。起債には償還期限がご

ざいます。いいですか。

○議員（５番 植田 均君） はい。

○町長（坂本 昭文君） ですから、水道にさまざまな投資をして、水道事業を運営していけば、

その投資したに見合った金額は、料金で回収しなければいけないというぐあいに私は思っている

わけです。これは御理解いただけますでしょうか。

○議員（５番 植田 均君） 今は町長の考えを言うとこでない。

○町長（坂本 昭文君） 理解したかどうかいうことをお答えください。

○議長（秦 伊知郎君） 植田議員、発言ありますか。

５番、植田議員。

○議員（５番 植田 均君） 地方公営企業法だから、もうほかのお金を入れられないという、

大きな前提を重視しておられるようですけれども、住民の福祉を向上するために一般財源を繰り

入れている市町村は……（「聞いてないわ、そげなことは」と呼ぶ者あり）ですから、住民の福

祉の向上のために一般財源を投入して、料金を抑えている自治体はいっぱいあります。そういう

ふうにやるべきだと思っております。

○議長（秦 伊知郎君） 町長が言われた問いに対して、なかなか答えがうまく返ってません。議

員の皆さんにはお伝えしておきますが、この議会基本条例は反問権を許しております。いつでも

執行部のほうから疑問点については質問されるということを前提に一般質問していただきたいと

いうふうに思いますので、よろしくお願いいたします。

それでは、これで南部町議会基本条例第１０条に規定する質問を終わります。

再開します。植田議員の質問ございますか。あと４秒ですので。

５番、植田均君。

○議員（５番 植田 均君） 少しもとに戻りますけど……（発言する者あり）
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○議長（秦 伊知郎君） はい、以上で植田均君の一般質問は終わりにいたします。

○議長（秦 伊知郎君） ここで暫時休憩いたします。再開は２時４０分からとします。

午後２時２３分休憩

午後２時４０分再開

○議長（秦 伊知郎君） 再開いたします。

続いて、１３番、真壁容子君の質問を許します。

１３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） ただいまより３点にわたって質問いたします。答弁よろしくお願

いいたします。

まず、第１点目、住民訴訟についてです。南部町が法人に特別養護老人ホームの施設を無償譲

渡したことについて、町民らが住民監査請求を求め、町監査がその請求を棄却したことにより町

民側は住民訴訟を起こしています。住民訴訟とは、住民個人の具体的な権利保護を求めるもので

はなく、地方公共団体の財政運営の公正を確保し、住民全体の利益を保護するため、地方自治法

で認められてきているものです。今回、住民から起こされた訴訟については、住民自治を尊重、

法を順守する立場からも町は真摯に対応すべきと考えます。住民訴訟についての町長の認識を問

いたいと思います。まず１点目、住民訴訟について、町長はどのような認識をお持ちか問います。

２点目、今回の住民訴訟に対し、住民に対し真摯に対応することを求めます。

第２点目、町高齢者福祉の充実を求めます。さきの通常国会で、安倍⋞自公政権は医療⋞介護

総合法の可決を強行しました。この総合法では、介護保険の要支援者の訪問介護⋞通所介護を保

険給付から外し、市町村が実施している地域支援事業に移す、このようにしています。狙いは費

用の効率化であることは、厚生労働省がみずから示したガイドライン案の中でも明白です。これ

らの動きを受け、経費削減のため、これまで地域福祉やコミュニティー活動を行ってきた地元の

民生委員や自治会、社会福祉協議会、ＮＰＯやボランティア団体などを保険給付の肩がわりに動

員するやり方が模索されてきています。しかし、これでは利用者のニーズは満たされず、担い手

は過重負担に苦しみ、地域の貴重な人的資源を損なうだけではないかとの論議が全国で出ていま

す。社会の病理化が進行し、「処遇困難」な高齢者が急増している今こそ、介護保険導入後、立

ち枯れ状態になってきたといわれている自治体の老人福祉⋞保健⋞公衆衛生などの再構築が急務

となってきているのではないでしょうか。このような観点から町の施策を問いたいと思います。
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まず１点目、現行の介護予防給付での訪問⋞通所介護の給付総額を問い、新総合事業への移行実

施を延期し、２０１７年３月まで現行の仕組みを継続することを求めたいと思います。これは、

介護予防給付は介護保険事業の中ですが、この単町の数字については町村でなければ出ないので、

この場で質問いたします。第２点目、厚生労働省のガイドライン案が示す費用の効率化では、介

護保険給付費の抑制を市町村に求め、結果として町が行う介護予防事業等で対応することになる

のではないんか、その懸念です。そのために、今回その内容と財源、要支援１、２の介護⋞訪問

介護の給付費、地域支援事業費、それぞれこれは南部町分を問うておりますのでよろしくお願い

いたします。この金額等について問います。第３点目、介護給付から外された要支援者の訪問⋞

通所型サービスの受け皿を、町ではどのように考えているのでしょうか、問います。第４点目、

高齢者の実態を把握し、町が生活支援⋞福祉⋞保健⋞公衆衛生等の再構築を行い、町の責任で暮

らしを支える取り組みを進めることを求めます。

３点目の大きな問題として、原発再稼働中止の声を政府に求めていただきたいという質問です。

先月１１月２９日、プラザ西伯で「福島の声をきく」シンポジウムを開催しました。シンポジウ

ムの話をされる方には、福島県から相馬双葉漁協の会長さんであります志賀勝明さん、それから

鳥取大学大学院の准教授である栗政明弘さんをお呼びして行いました。震災後３年半の年月は、

地震、津波に加え、原発事故のもたらす影響の深刻さを教えていました。住居⋞土地⋞仕事⋞生

活を奪われ、その復旧の展望すら見えていない今、原発再稼働の声が政府から上がってきていま

す。島根原発を有する島根県に隣接する本町も、避難対象区域でないとはいえ被害をこうむる可

能性は高いものです。そのためもあり、このシンポジウムでは関心の高さが出てきました。日本

国民の良識として、また、町民の生命⋞安全、郷土の自然を守る立場からも住民の声を代表して、

町長には原発再稼働に反対の声を上げていく努力を求めたいと考えています。

第１点目、政府の原発再稼働の動きについての町長の見解をお伺いします。第２点目に、この

政府の原発再稼働容認の動きに対し、地方自治⋞住民自治⋞地方分権を尊重することから、近隣

首長にも働きかけ、政府に中止を求めていただきたい、この点についてお伺いし再質問いたしま

す。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 真壁議員の御質問にお答えしてまいります。２点質問いただいています

が、あわせて住民訴訟についてお答えいたします。

住民訴訟は、住民がみずから居住する地方公共団体の監査委員に住民監査請求を行った結果、

監査の結果自体に不服、または監査の結果、不正、違法な行為があったにもかかわらず必要な措
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置を講じなかった場合などに裁判所に訴訟を起こすことができるという制度であります。この制

度の意義については、住民からの請求に基づいて、地方公共団体の執行機関、または職員の行う

違法、不当な行為、または怠る事実の発生を防止し、またはこれらによって生ずる損害の賠償等

を求めることを通じて、地方公共団体の財務の適正を確保し、住民全体の利益を保護することを

目的としているものでありまして、そのように認識しております。このたびの住民訴訟は、昨年

来の伯耆の国に対して町が行いました、ゆうらくの建物無償譲渡及び敷地である町有地の売却に

ついて、住民の方が平成２６年６月２７日に提出された住民監査請求に対する平成２６年８月２

５日付の監査結果、及び平成２６年７月２５日に提出された住民監査請求に対する平成２６年９

月１９日付の監査結果に対して、その結果を不服とし、建物無償譲渡無効請求、及び土地２筆無

償譲渡違法請求の訴訟を起こされたものです。住民訴訟は地方自治法に規定された手続でありま

すので、これをされることについては何ら異議を言うものではありません。町といたしましては、

今まで議会における議決をいただいて進めてきたこと、監査委員への住民監査請求においても妥

当な結果をいただいていることから、いずれも適切に処理をしてきたと認識しており、このよう

なことから、このたびの訴訟については応訴し、司法の判断に委ねることとしました。具体的に

は、１２月１７日に鳥取地方裁判所で初公判が行われる予定であります。このたびの裁判では、

議員も原告の一員となっておられます。町は訴訟を受けているところでありまして、町としても

訴訟については適切に対処していくこととしてるところでございます。したがいまして、具体的

な内容についての答弁は差し控えさせていただきますので御理解ください。

次に、町の高齢者福祉の充実を求めるということで、何点かにわたって質問いただきました。

まず、現行での介護予防給付での訪問⋞通所介護の給付総額を問い、新総合事業への移行実施を

延期し、２０１７年３月までの現行の仕組みを継続することを求めるということでございます。

平成２５年度南部箕蚊屋広域連合の決算で、南部町は居宅介護サービスのうち、訪問介護は給付

費が約８６１万円、通所介護の給付費が約１，６９４万円であります。さて、新総合事業と言わ

れている市町村が行う介護予防日常生活支援総合事業への移行実施は、国はガイドラインで平成

２９年、もとい、ちょっと休憩して……。

○議長（秦 伊知郎君） 休憩します。

午後２時５２分休憩

午後２時５３分再開

○議長（秦 伊知郎君） 再開します。
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○町長（坂本 昭文君） 失礼しました。さて、新総合事業と言われている市町村が行う介護予防

日常生活支援総合事業への移行実施は、国はガイドラインで平成２９年度末までの移行を猶予可

能と提示しております。議員もよく御承知のとおり、介護保険を南部町、伯耆町、日吉津村でつ

くる南部箕蚊屋広域連合で運営しており、第６期介護保険事業計画を現在策定中であり、実施時

期については南部箕蚊屋広域連合と歩調を合わせての実施を考えておりますので、御理解をいた

だきたいと思います。

次に、ガイドライン案が示す費用の効率化では、介護保険給付費の抑制を市町村に求め、結果

として町が行う介護予防事業で対応することになるのではないかと、その財源、内容などについ

てお尋ねであります。南部箕蚊屋広域連合に問い合わせをしましたところ、要支援１、２向けの

サービスを市町村が行う介護予防日常生活支援総合事業へ移行することになりますが、サービス

の提供方法としては、専門家による現状相当のサービスを介護予防日常生活支援総合事業に移行

し、段階的に多様なサービスを展開する予定だそうです。町はそれに伴ってサービス内容を考え

なければなりませんが、現在検討中です。財政的には平成２５年度南部箕蚊屋広域連合の決算で、

南部町は居宅介護サービスのうち、介護予防訪問介護を初め、介護予防通所介護、予防支援事業、

一次予防、二次予防事業の合計額が約３，５５６万円となっておりますので、新たに始まる介護

予防日常生活支援総合事業の財源額は、このぐらいの金額になるのではないかと推測しておりま

す。

次に、介護給付から外された要支援者の訪問⋞通所型サービスの受け皿というものをどのよう

に考えているのかということであります。介護給付から外されるというような考え方ではなくて、

地域支援事業という事業化される拡充部分と受けとめております。地域包括ケアシステムの構築

に当たっては、介護⋞医療⋞予防といった専門的なサービスの前提として、住まいと生活支援、

福祉の分野が重要となります。また、自助、共助、互助、公助をつなぎ合わせる役割が必要とな

ります。公助は介護保険や医療保険の公費負担部分、共助は介護保険、医療保険の給付部分です

が、互助は費用負担が制度的に保障されていない地域住民の取り組みなどで、例えば介護保険制

度を利用してデイサービスに出るようになると、地域活動の参加や近所のつき合いがなくなると

いう現象が見られます。しかし、互助でそうした支援が必要な人も参加できるような取り組みを

してる場合には、地域の互助活動の取り組みに介護保険財源を利用した支援や制度化ができるよ

うになると考えています。また、利用されるお方も地域とのきずなを生かしたまま、残された能

力を生かして活動に参加することで、地域の一員としての生活を続けていただくことが目的とな

ります。具体的に地域支援事業に移行が可能な方の訪問介護サービスについては、あいのわ銀行
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の運用も考えられます。従来から家事援助等を行っておりますので、さらにサービスを充実して

いけば対応が可能ではないでしょうか。通所介護サービスにつきましては、現在、東西町地域振

興協議会で運営されている西町の郷のようなものが、すなわち居場所づくりが各地域振興協議会

で１カ所から２カ所程度できないものかと模索しているところです。

最後に、高齢者の実態を調査して暮らしを支えなさいということであります。南部町の高齢者

の実態については、平成２６年３月３１日時点で南部箕蚊屋広域連合が実施したアンケート結果

が参考になります。これは介護認定を受けていない６５歳以上の方１，０００人に、家族や生活

状況、健康状態、物忘れなどの現状を答えていただいております。アンケートの結果、日中独居

の方が２４８人と多いことがわかりました。また、高血圧症の方が約４０％おられまして、生活

習慣を含めた食生活の改善指導がさらに必要と思われます。認知症に関しては疑いのある人を含

めて約２割もおられ、予防対策の充実が求められます。さらに、住みなれた地域で生活していく

ために必要なこととして、主治医との連携、買い物支援、介護保険や福祉サービスに関する情報

提供、身体の介護、見守り、安否確認と続きます。それから、今後してみたい活動については、

友人や知人との交際、健康づくり、介護予防、個人で行う趣味の活動と続き、これらのことから、

健康に留意して、自分の生活目標を持って、生き生きと生活を続けたいと考えておられることが

わかりました。

今後の高齢者福祉の充実を考えれば、地域包括ケアシステムの推進に尽きると思いますが、具

体的にはさまざまなサービスにつなげ、過不足なくサービスの提供が行われるきめ細かいサポー

トが必要となります。自助、共助、互助、公助を調整してつなぎ合わせる役割、つまり、たて糸

とよこ糸と組み合わせるコーディネーター役が必要となると思います。さまざまなサービス提供

主体などで協議会をつくり、その実情を知悉して協議会で御推薦いただくお方を、その任につい

ていただくようなことを国では想定しております。御意見を伺いながら進めてまいります。幸い

にも町内は７つの医療機関、社会福祉法人伯耆の国、南部町社会福祉協議会、各地域振興協議会、

シルバー人材センターなど、フォーマルなサービスからインフォーマルなサービスを提供できる

機関がありますので、これらの機関との連携と町民の皆様との協働で、南部町の新しい地域包括

ケアシステムの構築に取り組み、期待に応えてまいりたいと思います。

最後に、原発の再稼働中止を政府に求めよということでございます。まず、政府の原発再稼働

の動きについて所見を問うということでございますが、現在、九州電力川内原子力発電所が来年、

年明け以降に再稼働するということのようでございます。この原発再稼働につきましては、これ

までにも同様の御質問をいただいており、その都度考えをお答えしてまいりましたが、改めて所
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見を申し述べたいと思います。

福島第一原発事故の以前においては、事故は起きないという安全神話に陥り、原子力工学への

過信から津波の危険性を軽視するとともに、重大な事故への備えも極めて不十分なものとなって

おりました。その結果として福島原発事故が発生し、重大な事故に至り、放射性物質の大量放出

という最悪の事態を引き起こし、現在でも多くの周辺地域の住民の方が避難を余儀なくされ、汚

染水など多くの困難な課題を抱えている状態となっているものでございます。つまり、原子力発

電は、福島の事故で思うようにコントロールのきかない技術であることが判明したわけでござい

ます。したがいまして、個人的には運転中止や耐用年数のきた炉については廃炉すべきと思うわ

けでありますが、政府などによる事故調査結果を踏まえ、相当程度の原因の分析がなされ、新規

制基準がつくられており、また万が一の重大な事故に至った場合でも対応できるよう対策が新設

され、政府が責任を持って対処することが明言されております。それらのことを踏まえた上で、

再稼働に至ると理解しているところでございます。

原子力発電を含めたエネルギー政策につきましては、基本的には国が全面的に責任を負うべき

分野です。国において安全性を確認し、その旨を責任を持って全国民に伝達されるべきであると

考えています。したがいまして、私も積極的に原発再開を容認するという考えは持っておりませ

んが、国民の生活や社会活動に継続的に大きな支障が出るような事態は避けなければならないと

思っています。

町長といたしましては、住民生活の安定的な向上を図る観点から無責任なことは言えないわけ

でありまして、脱原発、原発推進といった対立の議論を行うのではなく、総合的かつ客観的なデ

ータにより、安心、安全、エネルギーの安定供給、コスト、経済性、環境などの視点から、短期、

中長期に分けた政策の具現化が必要だと感じているところでございます。短期的には、安定的な

エネルギーの確保について既存自家発電設備の有効利用によるエネルギー供給が考えられます。

これは以前、関東地区を中心に行われた計画停電時も各企業を中心に、電力カット時も自家発電

設備で対応した経過もありますし、既に多くの企業は自家発電設備を用意していると聞いていま

す。しかしながら、自家発電は企業の自発的な暫定措置でありますし、燃料は化石燃料を使用し

ますのでＣＯ２ 排出量は増加します。この措置は非常時と考えられる短期的な代替政策としては

有効だと感じます。また一方では、各家庭での節電も重要だと思います。具体的には、生活の質

を落とさずに省エネすることを目指し、省エネ型の建物の新築や改修及び省エネ型の電化製品の

普及など、国が後押ししていく必要があると考えます。そして中長期的には、原子力エネルギー

に対する依存度を低減し、最終的には依存しない社会を目指すことを目標にすべきだと思います。
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それにはやはり再生可能エネルギーに着目しています。議員も御承知のとおり、本町におきま

して新エネルギービジョンを策定し、新エネルギーに関する数々の施策を実施しております。ま

た、町長マニフェストにも新エネルギーの導入を掲げており、再生可能エネルギーの普及促進は

重要な施策と位置づけております。例えば、一般世帯向けに住宅用太陽光発電システム設置に対

する補助金制度を設け、広く御活用いただいているところでございますし、また庁舎などに太陽

光発電システムを導入しております。さらには、メガソーラー発電所を建設し、今年度より稼働

しているところでございます。脱原発には共感するところですが、電気を取り巻く産業や国民生

活の現状を考慮いたしますと、すぐに原発をやめるわけにはいかないのではないでしょうか。こ

のような状況を少しずつ改善して、原発のない社会を目指していかなければなりませんが、現状

では再生可能エネルギーで全てを代替できる状況ではありません。原子力エネルギーから見れば、

再生可能エネルギーは実にささやかなものかもしれませんが、地道に積み上げることで脱原発も

決して夢ではないと思います。したがいまして、私たちにできることは、太陽光発電への取り組

みなど、再生可能エネルギーへ変換する努力を黙々と続けていくことだろうと考えておるところ

でございますので、御理解をお願いします。

原発再稼働の動きに対し、近隣首長に働きかけ、政府に中止を求めるということでございます

が、原発再稼働に対する所見としましては、先ほど述べたとおりでございますが、再稼働には国

の強い思いが国民に対して伝わるかどうかであると考えております。つまり当然再稼働に当たっ

ては、議員御指摘のとおり、地域の安全第一として立地自治体だけでなく、影響を受け得る周辺

地域の意向も十分に尊重し、慎重かつ丁寧に対応していただくべきであると考えています。近隣

首長に働きかけということでございますが、さきにも述べましたとおり、私は積極的に原発再開

を容認するという考えを持っておらず、代替エネルギーへシフトしていくべきとは考えています

が、この代替エネルギーへのシフトは一朝一夕に実現するものではございません。その点から申

し上げまして、町民生活に責任のある町長の立場としては、当面、全国的な動向を見ながら、身

近なところでの取り組みを進めていくことがより重要であろうと考えるところでございます。以

上でございます。

○議長（秦 伊知郎君） １３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） まず、第１点目の住民訴訟についてです。町長の住民訴訟につい

ての認識をお伺いしました。先ほど町長が説明の中でなされたように、恐らくこれは当初の行政

報告のときにもお述べになられたと思うんですけども、町とすれば今回の住民訴訟の対象になっ

ているゆうらくへの無償譲渡の件については議会で議決されたこと、また、監査請求等でも妥当
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な結果が出たので町とすれば応訴したいと、こういう内容だったと思うんです。住民訴訟という

のは、先ほどおっしゃったように、地方自治法に基づく住民参政権の一つですよね、一環として

行われること。で、ついては議会で決まったことが行政としては動くことが多いんだけども、必

ずそれが法的にどうかという点でいえば、議会で議決し、首長がいいと言ったら市町村で動くわ

けです。次の方法とすれば、住民監査請求を行い、その結果によって納得いかない場合には住民

訴訟をするという、この道しか残されていないわけですよね、住民から見れば。私は特に今回、

中身を論議するのではなく、住民訴訟のことを質問に上げたというのは、住民訴訟の性格という

ものがどういうものかということを、行政の方々や議員、それから住民の方とも一致しておきた

いと思ったからです。今回の住民訴訟は町長もおっしゃるように、地方公共団体の構成員である

住民全体の利益を保障するために法律によって特別に認められたということは、住民監査請求を

経て、これがいわゆる却下ではないですね、棄却ですよね。それが住民監査請求の内容に合致し

ている。で、そこで監査委員さんが時間をつくって審査した結果棄却になったということですね。

今回の場合は、必ず住民監査請求を経てでないと住民訴訟ができない問題だというところが一つ

ですね。そのために、これは特別な訴訟だとも言われてるんですよ。どうして特別か。例えば、

初日の行政報告のときに問題になりましたが、訴訟というのは利害関係者があるっていうんです

けども、これは法的にどう書いてあるか。これは法務省の資料なんですけどね。訴訟の法的性格

というのは、今回の訴訟は、個人の権利、利益と関係なく、客観的な法秩序の維持を目的とする

客観訴訟である民主訴訟の一種だという点です。ということは、住民がどうして声を上げたかと

いうと、住民一個人の利益ではなくって、住民の手弁当でビラ１枚、申請書１枚書くのも自分た

ちのお金で、本来、町とはどうあるべきかということをただしたいという人たちの集まりで訴訟

がなされたということです。この訴訟については、原告団としては名前も出ることですから、立

場等を考えて、同意するけれども名前は出すとこができないっていう方々もいらっしゃったこと

もここで明らかにしておきたいと思います。と同時に、少なくとも南部町では、住民訴訟が起こ

ったのは今回が初めてではないかと思います。原告等についても町のほうには明らかになってる

と思いますが、このことによって不利益、不当な対処等が決してなされることのないようにとい

うことも、ここでつけ加えておきたいと思います。町長については、今回の訴訟の中身というの

は、とりわけ第４号訴訟であり、これは町に対してその行為を行ったというのは町長のことにな

るんです、その方についての賠償を求めるという内容であるということです。町については、住

民の声について真摯に対応することを求めておきたいと思います。

次の点に入ります。次の町高齢者福祉の充実を求めるという点です。先ほどの２０１７年３月
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でもめて申しわけなかったですが、これは平成２９年の３月と２０１７年の３月と一緒ですよね。

いわゆる、私が言っているのは３年後ですね。新事業への移行実施を３年後まで引き延ばしたほ

うがいいのではないかという提案なんです。といいますのは、町長は先ほどずっと話の中で、今

まで三千何百万でしたか、これもちょっと聞くんですけどね、今まで支援事業として町では３，

５５６万円ものお金かけてきたから、これが地域支援事業に移行しても影響ないんだというふう

におっしゃいましたよね。もうちょっと聞かせてほしいんですが、町で行ってる３，５５６万円

というのはどの事業のことを言っているんですか。

○議長（秦 伊知郎君） 健康福祉課長、畠稔明君。

○健康福祉課長（畠 稔明君） 健康福祉課長でございます。南部箕蚊屋広域連合から資料をい

ただきまして、予防訪問介護事業、それから予防通所介護事業、それから予防支援事業、それか

ら二次予防事業、一次予防事業、合わせたものが３，５５６万円ということで資料をいただいて

おります。

○議長（秦 伊知郎君） １３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） どうしてその数字が問題になるかというと、１番目と関係してく

るんですけども、町長、新総合事業になれば、今まで介護保険の制度の中で見ていた予防給付の

中の訪問介護と通所介護が、地域支援事業、地域支援総合事業ですね、それに変わって、いわゆ

るこれまでの介護保険の給付から外されて市町村の事業になると。ここでちょっと町長と一致し

ないわけですよね。外すのではないんだって町長言ってるわけですよね。そうですね。外すので

はなくって、介護保険のお金の中で見れるんだって、こう言ってるわけですよね。そうでしたが。

だから、これまでと何ら内容変わらないのだと。ここなんですよ。先ほど言った、医療介護総合

法は、介護だけではなくって、前回も質問しました医療のベッド数を減らすとか、要するに社会

保障費の制度、費用を削っていこうという中身ですよね。とりわけ介護保険でいえば、介護予防

のこの２つを抑えることによって、伸び率を下げようというのが厚生労働省のガイドラインの中

で明らかになってきてるんですよ。町長がおっしゃるように、であれば、今大きな問題になって

いるのは、どこの町村も困ってるのは、これが即、町村に来ちゃったら、これまで介護保険の事

業で見てたお金分ほど手当てできなくって中身が下がっちゃうから、少なくとも３年間で制度整

備しなさいよって言ってるんじゃないですか。私は、最低２０１７年の３月まで延ばせるのであ

れば、そこまできちっと介護保険の費用を使って現行どおりやっていけばどうかという意見なん

ですけども、町長、その先ほど言った介護保険から外されるという問題、外されたら費用が減る

のではないかという問題、２０１７年の３月にやったほうがいいのではないかという問題につい
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てどのようなお答えですか。町長なんですよ。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 町長でございます。まず、この問題にお答えをする前に、真壁議員は南

部箕蚊屋広域連合議会の議員として十分に御審議をいただく立場にありますから、ぜひその場で

やっていただきたい。

○議員（13番 真壁 容子君） 言いました、それは。

○町長（坂本 昭文君） それから、私はですね、この総合事業をやるとか、それから、具体的に

予算をどうするというようなことを提案してるわけではございません。ですから、ここでそうい

う議論をやってみても、さっきも言ったように南部箕蚊屋広域連合と歩調を合わしてやりたいと

いうことを言いましたので。まだ来年やるというようなことにはなっていませんので、あんまり

ここでやってみても意味がないというぐあいに思います。

○議長（秦 伊知郎君） １３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） 私が言っておりますのは、町長おっしゃるように、先ほどの答弁

にお答えしてくださらないと、少なくともガイドラインの中には、介護保険でしてるんだけども

介護保険の枠外して市町村の事業でやりますよって書いてあるんで、主体が市町村になるんです

よ。それ共通理解ですよね。なぜそれをお答えにならないのか、私は非常によくわからない。仮

に広域連合では広域連合全体のことを言っています。そんなこと言ったら言うなって言われます

からね。あなたいっつもそうおっしゃいますから、私は町村のことしか言っていないんですよ。

で、あなたは少なくとも広域連合と町村は違うって言いますが、広域連合っていうのは南部町が

入っているんです、あなた連合長です。答えれないという理由はないんです。それで連合長とし

て聞いてるんじゃないんですよ。少なくとも私が聞いてるのは、国が言っている、来年度からは

２つの事業は市町村に移しますよということに対して、あなたはどう考え、どうしようとしてる

のかということを言ってるんです、町村長としてですね。それをどうしてお答えにならないのか

ということと、先ほどの３つですよね。金額はどうなのですかということですよね。それから２

７年まで延ばしたらどうなんですかっていうことについて、どうしてお答えにならない、それわ

からない。具体的にはガイドラインの中では、町村が行った場合どういう計算するかって、計算

方法まで私のもとに届いてますよ。ということは、各県の課長会議を通じて、市町村の担当者は

言ってるんじゃないですか。そのことを議会で聞いて答えられないっていうことは一体どこで聞

くんですか。これは市町村事業です。どうですか。先ほどの３つの点についてお答えください。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。
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○町長（坂本 昭文君） 町長でございます。私は具体的に総合事業をこのようにしたい、予算は

こうありたいというようなことを提案しているわけではない。さっきから申し上げておるように、

南部箕蚊屋広域連合と歩調を合わしてやりたいということであります。したがって、来年度から

はまだできないということのようですので、予算の提案もできない。したがって、具体的なはっ

きりした考えもまだ固まっていない。そこをどんなに聞かれても、これ、今お答えするわけには

いかんのではないかと思っております。今の国の総合事業に移管をする、そのことについて見解

を求めるというようなことなら幾らでも答えますけど、南部町は具体的にいつからやるなんてい

うようなことをまだ提案してませんから。提案してない。ですから、それは提案したときに町政

の中で具体的にお尋ねいただきたいし、それから連合の中でしっかりお尋ねいただいたらいいの

ではないかと、このように思っております。

○議長（秦 伊知郎君） １３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） 時間がもったいないなと思うんですけども、町長、町高齢者福祉

の充実を求めるところで、ガイドラインが示す、具体的にこうなのではないかっていうて私は聞

いているつもりなんですけれども、介護保険、法の中で変わってきて、町としては総合支援事業

をどうするつもりなのかって聞いているつもりなんですけども、どうしてそれがお答えにならな

いんですか。ちょっと置いときましょう、もうそれは。ということは、来年度についていえば、

町はこの地域支援事業をやらないっていうことですね。それで引き続き、現行どおりに２７年度

は介護予防の通所と訪問は介護保険の中でやるんだというふうに広域連合は言ってるわけですね。

それどうですか。やりますっていうことも広域連合はっきり言ってませんでしたよ。なぜこれを

ここで聞くかというと、町の市町村事業と関連があるから聞いているんです。それはどうですか、

平成２７年度は現行どおり行うんだということですね。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 町長でございます。２７年度に総合事業に移行するということは連合か

らも聞いておりません。それから町のほうもそういう予定はないということであります。

○議長（秦 伊知郎君） １３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） 町長にお聞きします。南部町でも広域連合に入ってるからといっ

て住民は介護保険料払ってるんです、町民はね。そこでお聞きします。町長、国はガイドライン

で示して、平成２７年度からは地域支援事業として２つの事業を取り組むように言っています。

あなたはこの点について、町長として、今後、そんなふうに提案されていますがどのようにした

らいいと思っていますか。
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○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 町長でございます。国が示しておりますように、地域支援事業へ２９年

度末までに移行しなければいけないと思っております。

○議長（秦 伊知郎君） １３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） そうですね。国が示している２９年度までに移行しなくてはなら

ないと言っている、一番最初にそれ言えば、すごく話が早いんですよ。町長、そうですね。とす

れば、どうしたって、今答えてる、で、それで私の質問内容を改めて見ていただきたいと思うん

ですよ。とすれば、その受け皿を、先ほど数字わかりました。１番、２番についてはなかなか答

えにならないっていうのはわかりましたから、３番目のところですね。とすれば、介護給付から、

私がこういう言葉使ってるんですよ、外されてくる要支援者の訪問⋞通所型サービスは、町長は

それを大前提にしてあいのわ銀行、地域振興協議会、社協、シルバー等を上げられました。そう

ですね、ここを上げたんですけれども、基本的に言っていることは、今までと水準は変わらない、

こういうふうに言いました。現状相当のサービスを多様なサービスの中でできるのだと。現行施

設等に入って介護保険の実績を見たら、介護予防の通所介護の１人当たりの費用、１件分、幾ら

かって聞いても答えないと思うのでこちらで準備しておきました。１人当たりは平成２５年度、

訪問介護で２万１，８８３円、通所介護で２万４，００９円のお金がかかっていると言っていま

す。一つの根拠は、この金額を確保できるのかっていう問題です。どうですか、町長。水準を下

げない、現行どおりのサービスができる、これについて言えば、今の介護保険ではこれだけお金

をかけてしてるんですけども、それが今度の地域支援事業で町におりた場合、そういうことがで

きるのか、これについてどうですか。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 具体的なことについてはお答えできません。やるといってまだ言ってま

せんので。２９年度末までには移行しなければいけんわけでありますが、来年度するわけではな

い。具体的に議案として提案しているわけでもないので、仮定でどんなにお話になってもお答え

することにはならない。ただ、制度そのものについてどうかということについては、お答えしよ

うと思います。さっき、答弁書で読み上げましたけれども、そのとおりですが、ちょっと誤解が

あるのではないかと思いましたので、ちょっと私の考えを申し上げておきます。とにかく、真壁

議員は、切り捨てになるとかいうようなことをおっしゃいますけれども、介護給付から外される

とかおっしゃいますけれども、そういうことを考えているわけではないわけですね。例えば、既

存の訪問介護事業所による身体介護、生活援助の訪問介護など、現在受けておられる方ですね。
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専門的なサービスを必要とする人には専門的サービスの提供をすると。ここのそういう分野に多

様な担い手によるサービスというものを考えているわけではない。したがって、これは介護給付

で行うということがはっきり制度の上で示されております。それから、そうではない、多様な担

い手による多様なサービスでいいというお方に対しては、先ほど申し上げたようなさまざまな主

体が考えられるということを申し上げました。誤解がないように、誤解しておられますのでない

ように言っても難しいかもわからないけれども、新たな地域支援事業は、介護保険財政が厳しい

から住民、市民の活動に託すのではなくて、地域社会とのつながりを回復するために住民、市民

に託すのだと捉えるべきだという提言がございます。私もこれに賛同しているところであります。

介護保険財政が厳しいから住民、市民の活動に託すのではなくて、地域社会とのつながりを回復

するために住民、市民に託すというぐあいに捉えるべきだというぐあいに提言がなっておりまし

て、私もこれに賛同しております。南部町版の総合事業というものを、できるだけ魅力のあるも

のにしていきたいとこのように考えております。

○議長（秦 伊知郎君） １３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） 私が誤解しているということなのでお聞きしますが、町長がおっ

しゃったのは、私、町長よくわかっておられるなと思って聞いてたんですよ。最後からいきまし

ょうか。最後に介護給付を介護保険を排除するのではなくって、地域のつながりを持たせるため

にするんだと。地域のつながりは昔から、地域振興協議会等のできる前から住民自治で、集落の

住民自治があるんですよ。国の厚生労働省が声上げて言わなくっても集落自治で存在してるし、

地域の助けで存在しています。ガイドライン使って、高いお金を使ってなぜそんなこと言ってこ

ないといけないのですか。実際、国会の論議、何年でしたっけ。国会の論議の中には、このガイ

ドラインが出たら要支援１、２を切り捨てることになって、結果として、入り口で軽度の要介護

者を切り捨てた場合に、今後余計にお金が要ってくるのではないのではないかということを、厚

生労働省も否定しなかったわけなんですよ。ところが厚生労働省が、町長、言ってるんです。あ

なたが幾ら言っても、厚生労働省は費用の効率化のために介護予防の２つの事業を地域支援事業

にすることによって、２０２５年までの上がる率を低くしたいって言ってるんですよ。というこ

とは、町長が幾らここで地域支援事業、立派なことしたいと言っても、そもそも国が狙っている、

介護保険事業から外して金額を少なくして、市町村にその担い手を専門家ではなくって、町長の

言った多様なサービスの中にボランティア等を含めることによって、今までよりも安いやり方で

提供しようというやり方をすれば、受ける側も専門的な介護が受けれないし、する側も過重負担

になってくるといって今、どこも声が上がっているんですよ。町長、それをお認めにならないと
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いうことは、住民にそのようなことを言わないで、介護保険からの排除を地域とのつながりでや

るんですよと。介護保険料を払って介護を受けたいと言ってる人にも、あなた介護受けなくって

地域で協力すんのがいいんですよって言ってるのに等しいんですよ、これでは。みずからお認め

になってるんですよ。私は今言ってるのは、あなたを一方的におかしいんじゃないかと言うてる

んじゃなくって、その実態を共有したいんですよ。一生懸命介護しようとしても国はこういう制

度でお金を削ってくる、その中でどんなふうにしようかっていうんだったらまだ話になるんです

けども、そこを何も言わないで、自分と意見が違うものをあなたは間違ってるといって一方的に

決めつけて、自分とすれば、これは地域のつながり大事にしようと思ってるっていうことを言っ

ても、町長の答弁になりませんよ。無責任です、そういうのは。あなたの今すべきことは、私が

言っていることに腹が立つかもしれませんが、住民の声だと思って聞いてほしいんですけれども、

要支援１、２が外されようとしている、それが地域支援事業になろうとしているときに、町とす

ればその受け皿をどうしているのかっていうことをなぜ答えられないのか。どうですか、答えら

れないと言いながら、あいのわ銀行を整備すると言っているし、地域振興協議会をって言ってる

じゃないですか。その点についてどうなんですか。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 先ほど、そこで答弁書を読み上げたとおりであります。考え方のこれは

違いですから、どうしようもないと思いますけれども、私はその厳しいから住民に託すというぐ

あいには捉えていないということをはっきり申し上げておきたいと思います。

○議長（秦 伊知郎君） １３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） それではお聞きします。今年度の７月か８月にこの支援法に基づ

いて、各県で担当課長会議があって、その場所で示されてきたと思います。これまでの介護予防

事業等が介護予防の中で２つの事業が地域支援事業に行くに当たって、地域支援事業の事業費は

これからどんなふうにお金が出ようとしているのですか。ちょっと説明してくれませんか。（発

言する者あり）

○議長（秦 伊知郎君） 休憩します。

午後３時３５分休憩

午後３時３６分再開

○議長（秦 伊知郎君） 再開します。

町長の申し出どおり、連合の所見だというふうにいたします。
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１３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） 私は、先ほどの議長の裁定にも抗議しておきたいと思います。何

回も言ってるように、今回が出てくる介護予防と介護予防の予防給付の中の通所と訪問介護につ

いては、市町村の事業になると言っているんですよ。だから聞いてるんですよ。（発言する者あ

り）すると言っていなくても、私は非常に不誠実な態度だと思うんですね。するときに言うとい

うのは、それは町長の傲慢です。もし……（発言する者あり）うん、そうであればそうおっしゃ

ればいいんですよ、素直に。私は、もうこれ以上、少なくともさっきおっしゃったように、町長、

議長認めますよね、町の事業と言ったんですよ。町長もお認めになられたんですよ。町の事業と

言って、そのことを財源も課長のもとに届いてるかどうか知りませんが、それする前にはどんな

ふうに計算するかっていうことももう出てきているんですよ。それで少なくとも市町村事業とな

るに当たって、どういうふうに事業を展開しようとしていくのかっていうことを聞いていること

を答えられないっていうのは、私は町長としてはおかしいし、少なくとも、何回も言いますが管

轄外のことでも何でもない。仮に言いますが、広域連合のことやから立場わきまえよっていうの

は本末転倒です。財源的なこと、予算についての意見は言わないといけないかもしれませんが、

事業が関連して町村に来ることを聞けないなんていうのはもってのほかです。そのことを厳しく

抗議しておきたいと思います。

それで、次です。高齢者の実態を把握し、町が生活支援⋞福祉⋞保健⋞公衆衛生等の再構築を

行いっていうことを求めました。町とすれば、今後展開されるものは介護保険、中でどう言った

かというと、地域支援事業としてさっき言った、あいのわ銀行、地域振興協議会、社会福祉協議

会って言ったんですよ。もう一つ言ったのは、通所介護ではあいのわ銀行がある、こう言いまし

た。反対です。訪問介護はあいのわ銀行があるとおっしゃいました。通所介護は西町の郷、ここ

まで言ったんですよ。町長、幾ら言ってても、あなたは介護保険でやってた介護予防１の介護予

防の中の通所介護はあいのわ銀行でしたほうがいいと思ってるんですか。西町の郷のようなとこ

ろを地域振興協議会にいっぱいつくって、そこに担ってもらおうって言ってるわけですよ。今、

西町の郷等では週３回やっていますが、ボランティアですよね。そういうところを今後も財源的

な手当てっていうのは、どういうふうに考えてるわけですか。もう進んでいるところでは、各市

町村ではそういうところに１日当たり８，０００円のお金出して補助しようとか、もうそういう

手当てしていってるんですよ。町長、その点についてどのようなお考えですか。あいのわ銀行し

たほうがいいのではないか、西町の郷のようなものを地域振興協議会にしてもらったほうがいい

のではないか、そこまで言ってるんですよね。財源的にはどういうふうに考えていらっしゃいま
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すか。

○議長（秦 伊知郎君） 答弁お願いします。（発言する者あり）

休憩、ここで休憩します。

午後３時３９分休憩

午後３時４０分再開

○議長（秦 伊知郎君） 再開します。

町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 町長でございます。先ほど随分踏み込んだ答弁もして、また逆にそれを

てこにして次のことを求めておられるわけですけれども、要は、国が言っているような総合事業

に移行すれば、南部町ではあいのわ銀行や地域振興協議会というものが考えられますということ

を言ったわけで、具体的に財源をどのようにすんのかというようなことまで考えて言ったわけで

はございません。よろしくお願いします。

○議長（秦 伊知郎君） １３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） それは無責任です。それと、深い答弁をしててこ入れるって言い

ますけども、町長お答えになってるから言ってるんであって、余計に住民はこれ誤解するんじゃ

ないですか。何回もおっしゃいますが、あなたは言ったんですよ。これは、こういうふうに聞き

ましょうか。あいのわ銀行ですること、西町の郷ですることは、あなたがおっしゃってるように

介護給付で出るんですか。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、坂本昭文君。

○町長（坂本 昭文君） 総合事業を担っていただく南部町内における組織だとか仕組みだとか、

そういうことを御紹介を申し上げたわけであります。具体的に南部町の総合事業をどのように組

み立てていくのかということについては、２７年度はまだ行いませんので、それ以降のことであ

ります。その時点になりましたら、またゆっくり御相談を申し上げたいと、このように思います。

○議長（秦 伊知郎君） １３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） はっきりお答えにならないです。今後、介護保険が変わって総合

支援事業になったときに、財源はどうかっていうのをお答えにならなかったというの、よくわか

りました。お答えにならないんだけれども、実際として担い手として、あいのわ銀行、地域振興

協議会、西町の郷が出されたということです。あと３分しかないので言っておきますが、町長、

私が一番心配しており、町民も心配しているのは、こういうことを介護保険から外されたことを、
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いわゆるボランティアとか地域の福祉団体とかに肩がわりさせることです。このことは言ってみ

たら、利用者にとったら不満になってきます。十分に受けれるかどうかわからない。やってる側

にすれば、過重負担そのものです。ついては、これまで献身的に自発的にボランティアしようと

した人的資源までも損ないかねないと。全国的にもそういうことが言われてるんですよ。住民自

治は上からの押しつけでは育たない。ボランティアも上からの押しつけでするものではない。こ

れを考えた場合、公的福祉を担う町が、公的保険では何をするのか、町は何をするのか、ボラン

ティアを含めた民間と言われるＮＰＯを初め、民間団体何をするのか、ここの仕分けをはっきり

しなければ、振興協議会といえども、あいのわ銀行といえども、社会福祉協議会といえども、動

けないんだということを指摘しておきたいと思います。町とすれば、人ごとみたいに言わないで、

あなたの頭の中では介護保険がどうなるかっていうことわかってるんですから、そのことを丁寧

に説明して、住民負担等のことについてあればしっかりと説明しなければいけないと思います。

そのことを指摘しておきたいと思います。あと……。

○議長（秦 伊知郎君） あと２分ですのでまとめてください。

○議員（13番 真壁 容子君） 申しわけない。震災の分ですけども、この震災の分で町長の答弁

わかりました。私は、責任があるという立場でいえば、少なくとも島根原発でどういう問題が起

こったかっていう点でいえば、栗政教授がシミュレーションを出していました。それについては、

どのような影響があるかということを冊子にして市町村に出したというんですが、それ届いてい

ますか。

○議長（秦 伊知郎君） 防災監、種茂美君。

○防災監（種 茂美君） 真壁議員の御質問にお答えします。平成２４年の６月に来ております。

題名としましては、「島根原子力発電所事故を想定した放射性物質飛散のシミュレーションと避

難に関する考察」ということで、これは町長に対してではなく、その当時の担当者に対して文書

が来ております。以上でございます。

○議長（秦 伊知郎君） １３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） 私指摘しておきたいこと一つ、先ほどの栗政教授の出したシミュ

レーションについて言えば、近隣周辺についても影響力があるので、その内容について住民にわ

かるようなところに置くこと、そして住民に学者の知見を広く知らせることを求めておくのが一

つ。

それからもう一つは、この南部町はＵＰＺ３０キロ圏内ではありませんが、国が示した基準で

は５０キロ圏内には安定ヨウ素剤配布の準備をする範囲としたっていうふうに書いてあります。
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５０キロ圏内では南部町が入ってきます。少なくとも原発問題については、これは思想信条の問

題ではなくって、住民生活を守るという点からいえば、あの悲惨な福島事故を体験した日本国民、

世界の人たちは、少なくとも住民の安全を守るために、今回、島根原発が事故が起こった場合、

南部町についてはどのような状況になるのかということを説明会等を開いて、住民に知らせる必

要があるのではないかという点を指摘して終わりたいと思います。

○議長（秦 伊知郎君） 以上で、１３番、真壁容子君の質問を終わります。

これをもちまして、通告のありました一般質問は終わりました。

これにて一般質問を終結いたします。

⋞ ⋞

日程第４ 上程議案委員会付託

○議長（秦 伊知郎君） 日程第４、上程議案委員会付託を行います。

お諮りします。上程議案につきましては、会議規則第３９条の規定により、お手元に配付して

おります議案付託表のとおり、予算決算常任委員会へ付託したいと思います。これに御異議あり

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） 御異議なしと認めます。よって、以上の議案につきましては、予算決算

常任委員会に付託いたします。

⋞ ⋞

○議長（秦 伊知郎君） 以上をもちまして本日の日程の全部を終了いたしました。

これをもって本日の会を閉じたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） 御異議なしと認めます。よって、本日の会議はこれをもって散会といた

します。

明日１０日からは常任委員会を持っていただき、御審議お願いいたします。以上です。

どうも御苦労さんでした。

午後３時４７分散会
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